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(57)【要約】
【課題】液晶セルを構成するガラス基板の厚みが０．５
ｍｍ以下の大型（例えば、３２インチ以上）の液晶表示
装置で顕在化している高湿環境下での保存後に点灯する
と発生する光漏れの問題を解消し得る液晶表示装置を提
供する。
【解決手段】厚さ０．５ｍｍ以下のガラス基板２枚の間
に液晶層を設けた液晶セルと、
　該液晶セルの両面に設けた偏光板と、該液晶セルのリ
ア側に設けたバックライトからなる液晶表示装置であっ
て、
　液晶セルのフロント側に設けた偏光板の偏光子が、
　偏光子の弾性率、偏光子の厚み、及び下記条件（Ａ）
での経時前後における偏光子の寸法変化率から算出され
る偏光子の吸収軸方向の収縮力が４００～４０００Ｎ/
ｍである、液晶表示装置。
［条件（Ａ）：４０℃相対湿度９５％の環境に２４時間
放置した後、２５℃相対湿度１０％の環境に４８時間放
置］
【選択図】図１



(2) JP 2014-6505 A 2014.1.16

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　厚さ０．５ｍｍ以下のガラス基板２枚の間に液晶層を設けた液晶セルと、
　該液晶セルの両面に設けた偏光板と、該液晶セルのリア側に設けたバックライトからな
る液晶表示装置であって、
　液晶セルのフロント側に設けた偏光板の偏光子は、
　偏光子の弾性率、偏光子の厚み、及び下記条件（Ａ）での経時前後における偏光子の寸
法変化率から算出される偏光子の吸収軸方向の収縮力が４００～４０００Ｎ/ｍである、
液晶表示装置。
［条件（Ａ）：４０℃相対湿度９５％の環境に２４時間放置した後、２５℃相対湿度１０
％の環境に４８時間放置］
【請求項２】
　前記偏光板に使用される保護フィルムが、（メタ）アクリル系樹脂フィルムである、請
求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
　前記偏光板に使用される保護フィルムが、セルロースアシレートフィルムである、請求
項１に記載の液晶表示装置。
【請求項４】
　フロント側偏光板に使用される保護フィルムのうち、少なくとも一方の厚みが３０μｍ
以下である、請求項１～３のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項５】
　厚みが３０μｍ以下の前記保護フィルムが、前記液晶セルに近い側の保護フィルムであ
る、請求項４に記載の液晶表示装置。
【請求項６】
　前記液晶セルに近い側の保護フィルムの厚みが５～２０μｍである、請求項５に記載の
液晶表示装置。
【請求項７】
　フロント側偏光板に使用される保護フィルムのうち、少なくとも一方のＭＤ方向湿度寸
法変化率が０．３％以下である、請求項１～６のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項８】
　ＭＤ方向湿度寸法変化率が０．３％以下の前記保護フィルムが、前記液晶セルから遠い
側の保護フィルムである、請求項７に記載の液晶表示装置。
【請求項９】
　前記液晶セルから遠い側の保護フィルムのＭＤ方向湿度寸法変化率が０～０．２％であ
る、請求項８に記載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示装置に関する。より詳細には、厚さ０．５ｍｍ以下の薄いガラス基
板を使用する液晶表示装置で顕在化してくる高湿環境下で保存後の光漏れの問題を解消し
得る液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置は、消費電力の小さい省スペースの画像表示装置として年々その用途が広
がっている。従来、液晶表示装置は表示画像の視野角依存性が大きいことが大きな欠点で
あったが、ＶＡモード、ＩＰＳモード等の広視野角液晶モードが実用化されており、これ
によってテレビ等の高品位の画像が要求される市場でも液晶表示装置の需要が急速に拡大
しつつある。
【０００３】
　液晶表示装置の基本的な構成は液晶セルの両側に偏光板を設けたものである。前記偏光
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板は一定方向の偏波面の光だけを通す役割を担っており、偏光板の性能によって液晶表示
装置の性能が大きく左右される。ＶＡモードやＩＰＳモードはノーマリーブラック（液晶
セルの電極間電圧が０の時に黒表示）で使用され、この時、液晶セルの両側の偏光板の光
吸収軸は互いに直交になるように配置される。光源から出た無偏光の光は、光源側の偏光
板で一定方向の偏光だけ透過し、液晶セルを通過する時はその偏光状態は変化せずに透過
し、光源側の偏光板に対して光吸収軸が直交に配置された鑑賞者側の偏光板によって吸収
される。これにより黒表示を実現できる。
【０００４】
　液晶表示装置の偏光板は、一般にヨウ素や染料を吸着配向させたポリビニルアルコール
フィルム等からなる偏光子と、その偏光子の表裏両側に透明な保護フィルムを貼り合わせ
た構成となっている。偏光板保護フィルムとしては、セルロースアセテートに代表される
セルロースアシレート系の偏光板保護フィルムが、透明性が高く、偏光子に使用されるポ
リビニルアルコールとの密着性を容易に確保できることから広く使用されてきた。
　一方で、近年、偏光板保護フィルムとしてアクリル樹脂の使用が増加しつつある。接着
技術が向上し、ポリビニルアルコールとの密着性を確保出来るようになってきたことがそ
の背景にある。
【０００５】
　近年、液晶表示装置の用途拡大につれ、液晶表示装置に対して大サイズかつ高品位な質
感が求められてきている。大型化した液晶表示装置の重量を軽くするため、各種の部材の
厚みが薄くなり、中でも、ガラス基板の厚みは従来の０．７ｍｍから０．５ｍｍ以下へと
薄くなってきた。更に最近では厚み０．３ｍｍのものなども検討されている。また画面周
辺部分にベゼルと呼ばれる額縁に相当する部分があり、高品位な質感にするためにこの幅
が狭くなってきている。
【０００６】
　特許文献１、特許文献２において高温環境下に偏光板を置いたときの色むらや色抜けに
ついて検討されており、偏光板を構成する偏光子の収縮力を低下させることで色むらを改
善できることが開示されている。しかしながらこれらの文献においては、高温環境下に短
時間置かれた偏光板の色むらについての改善提案がなされている一方で、ガラス厚みが０
．５ｍｍ以下の液晶セルを用いた液晶表示装置を高湿環境下に長時間置いた後に生じる光
漏れとの関係については着目されていなかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００２－６１３３号公報
【特許文献２】特開２００３－８４１３６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明が解決しようとする課題は、液晶セルを構成するガラス基板の厚みが０．５ｍｍ
以下の大型（例えば、３２インチ以上）の液晶表示装置で顕在化している高湿環境下での
保存後に点灯すると発生する光漏れの問題を解消し得る液晶表示装置を提供することにあ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは上記課題を解決することを目的として鋭意研究したところ、特定の高湿環
境下で保存後に乾燥した偏光子の収縮力と、前記光漏れの間に密接な相関関係を見出した
。
　ここで、特定の高湿環境下で保存後に乾燥した偏光子の収縮力とは、偏光板を４０℃相
対湿度９５％で２４時間放置した後、２５℃相対湿度１０％で４８時間放置した後に測定
した弾性率と寸法変化率とから算定したものである。この検討の中で、偏光子の収縮力が
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４００Ｎ／ｍ～４０００Ｎ／ｍの範囲において光漏れ低減が良好であることを見出した。
これは、高湿環境下で偏光子が膨潤した後に乾燥することで偏光子が収縮し、その偏光子
の収縮力が基板のガラスに伝わることで、光弾性に起因してガラスに複屈折が発生し、結
果として偏光板から光が漏れるためと考えられる。特に、ガラス基板の厚みが０．５ｍｍ
以下の薄膜であると前記収縮の抑制が弱くなることから光漏れの傾向が強いことを見出し
ている。そのため収縮力は小さい方が好ましいと考えられるが、予想に反して偏光板の収
縮力が小さすぎても光漏れが発生することが分かった。
　本発明は上記知見に基づきなされるに至ったものである。
【００１０】
　すなわち、上記課題は、以下の構成の本発明によって解決される。
［１］
　厚さ０．５ｍｍ以下のガラス基板２枚の間に液晶層を設けた液晶セルと、
　該液晶セルの両面に設けた偏光板と、該液晶セルのリア側（非視認側）に設けたバック
ライトからなる液晶表示装置であって、
　液晶セルのフロント側（視認側）に設けた偏光板の偏光子は、
　偏光子の弾性率、偏光子の厚み、及び下記条件（Ａ）での経時前後における偏光子の寸
法変化率から算出される偏光子の吸収軸方向の収縮力が４００～４０００Ｎ/ｍである、
液晶表示装置。
［条件（Ａ）：４０℃相対湿度９５％の環境に２４時間放置した後、２５℃相対湿度１０
％の環境に４８時間放置］
［２］
　前記偏光板に使用される保護フィルムが、（メタ）アクリル系樹脂フィルムである、［
１］に記載の液晶表示装置。
［３］
　前記偏光板に使用される保護フィルムが、セルロースアシレートフィルムである、［１
］に記載の液晶表示装置。
［４］
　フロント側偏光板に使用される保護フィルムのうち、少なくとも一方の厚みが３０μｍ
以下である、［１］～［３］のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
［５］
　厚みが３０μｍ以下の上記保護フィルムが、上記液晶セルに近い側の保護フィルムであ
る、［４］に記載の液晶表示装置。
［６］
　前記液晶セルに近い側の保護フィルムの厚みが５～２０μｍである、［５］に記載の液
晶表示装置。
［７］
フロント側偏光板に使用される保護フィルムのうち、少なくとも一方のＭＤ方向湿度寸法
変化率が０．３％以下である、［１］～［６］のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
［８］
　ＭＤ方向湿度寸法変化率が０．３％以下の上記保護フィルムが、上記液晶セルから遠い
側の保護フィルムである、［７］に記載の液晶表示装置。
［９］
　前記液晶セルから遠い側の保護フィルムのＭＤ方向湿度寸法変化率が０～０．２％であ
る、［８］に記載の液晶表示装置。
【発明の効果】
【００１１】
　液晶セルを構成するガラス基板の厚みが０．５ｍｍ以下の大型の液晶表示装置で顕在化
している高湿環境下での保存後に点灯すると発生する光漏れの問題を解消し得る液晶表示
装置を提供することができる。これにより世界各地で使用できる液晶表示装置を提供する
ことができる。
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【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】ＩＰＳ又はＦＦＳ型液晶表示装置の一実施形態の断面模式図である。
【図２】本発明の液晶表示装置の例を示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本明細書において「～」を用いて表される数値範囲は、「～」の前後に記載される数値
を下限値および上限値として含む範囲を意味する。また、本明細書において、「（メタ）
アクリレート」との記載は、「アクリレート及びメタクリレートの少なくともいずれか」
の意味を表す。「（メタ）アクリル樹脂」、「（メタ）アクリル酸」、「（メタ）アクリ
ロイル」等も同様である。
　本実施形態の説明において「偏光板」とは、特別な記述がない限り、長尺の偏光板、及
び表示装置に組み込まれる大きさに裁断された偏光板の両者を含む意味で用いている。な
お、ここでいう「裁断」には「打ち抜き」及び「切り出し」等も含むものとする。
　「遅相軸」は、屈折率が最大となる方向を意味し、更に屈折率の測定波長は、特別な記
述がない限り、可視光域（例えば、λ＝５５０ｎｍ）での値である。
　本発明において、「ＭＤ方向」とは、偏光板の形態における偏光子の吸収軸に平行な方
向を指し、また、偏光板保護フィルムの製膜工程においては搬送方向（長手方向）を指し
、流延する場合には、流延方向も含む。
　また、本明細書において、光学フィルム及び液晶層等の各部材の光学特性を示す数値、
数値範囲、及び定性的な表現（例えば、「同等」、「等しい」等の表現）については、液
晶表示装置やそれに用いられる部材について一般的に許容される誤差を含む数値、数値範
囲及び性質を示していると解釈されるものとする。
【００１４】
　また、本明細書において、各軸・方向間の配置や交差角の角度の説明で、範囲を示さず
に単に「平行」「直交」「０°」「９０°」等という場合には、「おおよそ平行」「おお
よそ直交」「おおよそ０°」「おおよそ９０°」の意であり、厳密なものではない。それ
ぞれの目的を達成する範囲内での、多少のズレは許容される。例えば「平行」「０°」と
は、交差角がおおよそ０°ということであり、－１０°～１０°、好ましくは－５°～５
°、より好ましくは－３°～３°である。「直交」「９０°」とは、交差角がおおよそ９
０°ということであり、８０°～１００°、好ましくは８５°～９５°、より好ましくは
８７°～９３°である。
【００１５】
〔本発明の液晶表示装置〕
　本発明の液晶表示装置は、
　厚さ０．５ｍｍ以下のガラス基板２枚の間に液晶層を設けた液晶セルと、
　該液晶セルの両面に設けた偏光板と、該液晶セルのリア側（非視認側）に設けたバック
ライトからなる液晶表示装置であって、
　液晶セルのフロント側（視認側）に設けた偏光板の偏光子は、
　偏光子の弾性率、偏光子の厚み、及び下記条件（Ａ）での経時前後における偏光子の寸
法変化率から算出される偏光子の吸収軸方向の収縮力が４００～４０００Ｎ/ｍである。
［条件（Ａ）：４０℃相対湿度９５％で２４時間放置した後、２５℃相対湿度１０％で４
８時間放置］
【００１６】
［偏光子の弾性率、偏光子の厚み、及び前記条件（Ａ）での経時前後における偏光子の寸
法変化率から算出される偏光子の吸収軸方向の収縮力］
　本発明における前記条件（Ａ）での経時前後における偏光子の寸法から算出される偏光
子の吸収軸方向の収縮力は、下記の方法で算出するものである。
　（１）偏光子及び偏光子両側に貼り合わされているフィルム（フィルム１、フィルム２
）からなる偏光板と、（２）フィルム１と、（３）フィルム２とを、それぞれ、４０℃相
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対湿度９５％で２４時間放置した後、２５℃相対湿度１０％で４８時間放置した直後に、
２５℃相対湿度１０％環境下でＭＤ方向の弾性率とＭＤ方向の寸法変化率とを測定する。
　フィルム１、フィルム２及び偏光板のＭＤ方向の弾性率は、長手方向（ＭＤ方向）の長
さが２００ｍｍ、幅が１０ｍｍの試料を用意し、東洋精機製のストログラフＶ１０－Ｃを
用い、長手方向のチャック間隔が１０ｃｍとなるように設置し、
　延伸速度１０ｍｍ／分でチャック間隔が広がるように加重を加えて、その時の力を測定
することができる。
　予めマイクロメーターで測定していた偏光板の厚み、力、伸び量からＭＤ方向の弾性率
を算出することができる。
　また、フィルム１、フィルム２及び偏光板の寸法変化率は、以下のように測定する。長
さ１２ｃｍ（測定方向）、幅３ｃｍの試料を用意し、該試料に１０ｃｍの間隔でピン孔を
空け、２５℃、相対湿度６０％にて２４時間調湿後、ピン孔の間隔をピンゲージで測長す
る（測定値をＬ０とする）。次いで試料を４０℃相対湿度９５％で２４時間放置した後、
２５℃相対湿度１０％で４８時間放置した直後、ピン孔の間隔をピンゲージで測長する（
測定値をＬ１とする）。これらの測定値を用いて下記式により寸法変化率を算出する。
寸法変化率［％］＝｛（Ｌ０［ｃｍ］－Ｌ１［ｃｍ］）／Ｌ０［ｃｍ］｝×１００

　次いで、下記式から偏光子の弾性率と収縮率（寸法変化率）とを算出する。
偏光子弾性率（ＧＰａ）＝（偏光板のＭＤ方向の弾性率×偏光板厚み－フィルム１のＭＤ
方向の弾性率×フィルム１厚み－フィルム２のＭＤ方向の弾性率×フィルム２厚み）／偏
光子厚み

偏光子寸法変化率（％）＝（フィルム１のＭＤ方向の弾性率×フィルム１厚み×（偏光板
のＭＤ方向の寸法変化率－フィルム１のＭＤ方向の寸法変化率）＋フィルム２のＭＤ方向
の弾性率×フィルム２厚み×（偏光板のＭＤ方向の寸法変化率－フィルム２のＭＤ方向の
寸法変化率））／偏光子弾性率／偏光子厚み＋偏光板のＭＤ方向の寸法変化率

　上記式から算出した偏光子弾性率（ＧＰａ）と偏光子寸法変化率（％）とから下記式に
従い偏光子収縮力（Ｎ／ｍ）を算出する。

偏光子収縮力（Ｎ／ｍ）＝偏光子弾性率（ＧＰａ）×｜偏光子寸法変化率（％）｜×偏光
子厚み（μｍ）×１０
【００１７】
　高湿環境下で偏光子は吸湿して変質してしまい、偏光子単独層での収縮力の測定は困難
である。そこで、本発明においては、高湿環境下でも測定し得る偏光板の収縮力から、偏
光子の両側に貼り合わされているフィルム（フィルム１、フィルム２）の収縮力を差し引
くことにより、高湿環境下における偏光子の収縮力を規定したものである。すなわち、所
定の条件（条件（Ａ））で放置したときに生じる偏光子の収縮力を規定したものである。
　例えば、特許文献１、２等に記載の高温下（例えば、８０℃）における偏光子の収縮力
は、偏光子単独層でも測定し得るものであり、本発明における高湿環境下での偏光子の収
縮力とは全く異なるものである。
【００１８】
　本発明の液晶表示装置における液晶セルのフロント側（視認側）に設けた偏光板の偏光
子の４０℃相対湿度９５％で２４時間放置した後、２５℃相対湿度１０％で４８時間放置
した後の収縮力は、光漏れ低減の観点から、７００～３２００Ｎ／ｍであることが好まし
く、１０００～２０００Ｎ／ｍであることがより好ましい。
　偏光子の４０℃相対湿度９５％で２４時間放置した後、２５℃相対湿度１０％で４８時
間放置した後の収縮力を上記範囲に達成する手段としては、例えば、後述のように、偏光
子の膜厚の調整、偏光子の硬膜工程における硬膜条件の調整（硬膜時間の調整など）、偏
光子の延伸工程における延伸倍率の調整などにより達成することができる。



(7) JP 2014-6505 A 2014.1.16

10

20

30

40

50

【００１９】
［偏光子］
　本発明の液晶表示装置に使用される偏光子は、ポリビニルアルコール系樹脂と、二色性
色素とを含有することが好ましい。
（１－１）ポリビニルアルコール系樹脂（以下、ＰＶＡとも言う）
　前記ＰＶＡとしては、ポリ酢酸ビニルを鹸化したポリマー素材が好ましいが、例えば不
飽和カルボン酸、不飽和スルホン酸、オレフィン類、ビニルエーテル類のような酢酸ビニ
ルと共重合可能な成分とを含有しても構わない。また、アセトアセチル基、スルホン酸基
、カルボキシル基、オキシアルキレン基等を含有する変性ＰＶＡも用いることができる。
　この他、本発明における偏光子には、特許第３０２１４９４号公報に記載されている１
、２－グリコール結合量が１．５モル％以下のＰＶＡフィルム、特開２００１－３１６４
９２号公報に記載されている５μｍ以上の光学的異物が１００ｃｍ２当たり５００個以下
であるＰＶＡフィルム、特開２００２－０３０１６３号公報に記載されているフィルムの
ＴＤ方向の熱水切断温度斑が１．５℃以下であるＰＶＡフィルム、さらにグリセリンなど
の３～６価の多価アルコ－ルを１～１００質量％混合した溶液や、特開平０６－２８９２
２５号公報に記載されている可塑剤を１５質量％以上混合した溶液から製膜したＰＶＡフ
ィルムを好ましく用いることができる。
　これらの中でも、本発明における偏光子に用いる前記ポリビニルアルコール系樹脂とし
ては、ポリ酢酸ビニルをけん化したものが製造コストの観点から好ましい。なお、前記ポ
リ酢酸ビニルのけん化度については特に制限はないが、例えば、けん化度９０％以上とす
ることが好ましく、９５％以上とすることがより好ましく、９９％以上とすることが特に
好ましい。
【００２０】
　本発明における偏光子に用いる前記ポリビニルアルコール系樹脂の重量平均分子量につ
いては特に制限はないが、１０００００～３０００００であることが好ましく、１４００
００～２６００００であることがより好ましく、１５００００～２０００００であること
が特に好ましい。
【００２１】
（１－２）二色性色素
　本発明における偏光子は、二色性色素を含有することが好ましい。ここで、二色性色素
とは、本明細書中、方向により吸光度の異なる色素のことを言い、ヨウ素イオン、ジアゾ
系色素、キノン系色素、その他公知の二色性染料などが含まれる。前記二色性色素として
は、Ｉ３

－やＩ５
－などの高次のヨウ素イオンもしくは二色性染料を好ましく使用するこ

とができる。
　本発明では高次のヨウ素イオンが特に好ましく使用される。高次のヨウ素イオンは、「
偏光板の応用」永田良編、ＣＭＣ出版や工業材料、第２８巻、第７号、ｐ．３９～ｐ．４
５に記載されているようにヨウ素をヨウ化カリウム水溶液に溶解した液および／またはホ
ウ酸水溶液にＰＶＡを浸漬し、ＰＶＡに吸着・配向した状態で生成することができる。
【００２２】
（１－３）偏光子の膜厚
　本発明では偏光子の前記収縮力を所定の値にする手段の一つとして、偏光子の膜厚設定
により行うことができる。本発明における偏光子の膜厚は、この観点から、１．５～２０
μｍであることが好ましく、３～１６μｍであることがより好ましく、４～１０μｍであ
ることが最も好ましい。偏光子の膜厚が２０μｍより厚いと光漏れが大きくなり、また偏
光子の膜厚が１．５μｍより薄くても光漏れが大きくなる。
【００２３】
［偏光子の製造方法］
　本発明における偏光子の製造方法における、ポリビニルアルコールと、ヨウ素とを含有
する本発明における偏光子の製造方法としては、特に制限はない。例えば、前記ＰＶＡを
フィルム化した後、ヨウ素を導入して偏光子を構成することが好ましい。ＰＶＡフィルム
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の製造は、特開２００７－８６７４８号公報の〔０２１３〕～〔０２３７〕に記載の方法
、特許登録第３３４２５１６号明細書、特開平０９－３２８５９３号公報、特開２００１
－３０２８１７号公報、特開２００２－１４４４０１号公報等を参考にして行うことがで
きる。
【００２４】
　その中でも、本発明における偏光子の製造方法では、ポリビニルアルコール系樹脂を含
有するポリビニルアルコール系樹脂溶液をフィルム状に製膜する工程と、前記ポリビニル
アルコール系樹脂フィルムを延伸する工程と、二色性色素により延伸後の前記ポリビニル
アルコール系樹脂フィルムを染色する工程を含むことが好ましい。
【００２５】
　具体的には、前記偏光子の製造方法を、ＰＶＡ系樹脂溶液の調製工程、流延工程、膨潤
工程、染色工程、硬膜工程、延伸工程、乾燥工程を記載の順序で遂次行うことが特に好ま
しい。また、前述の工程中あるいは後にオンライン面状検査工程を設けてもよい。
【００２６】
（ＰＶＡ系樹脂溶液の調製）
　前記ＰＶＡ系樹脂溶液の調製工程では、水に対して攪拌しながらＰＶＡ系樹脂を添加し
、ＰＶＡ系樹脂を水または有機溶媒に溶解した原液を調製することが好ましい。原液中の
ポリビニルアルコール系樹脂の濃度は、好ましくは５～２０質量％である。また、得られ
たスリラーを脱水し、含水率４０％程度のポリビニルアルコール系樹脂ウェットケーキを
一度調製してもよい。さらにその後添加剤を加える場合は、例えば、ＰＶＡのウェットケ
ーキを溶解槽に入れ、可塑剤、水を加え、槽底から水蒸気を吹き込みながら攪拌する方法
が好ましい。内部樹脂温度は５０～１５０℃に加温することが好ましく、系内を加圧して
もよい。
【００２７】
（流延）
　前記流延工程は、上記にて調製したＰＶＡ系樹脂溶液原液を流延して成膜する方法が一
般に好ましく用いられる。流延の方法としては、特に制限はないが、加熱した前記ＰＶＡ
系樹脂溶液原液を２軸押し出し機に供給し、ギアポンプにより排出手段（好ましくはダイ
、より好ましくはＴ型スリットダイ）から支持体上に流延して製膜することが好ましい。
また、ダイからの排出される樹脂溶液の温度については特に制限はない。
　前記支持体としては、キャストドラムが好ましく、ドラムの直径、幅、回転速度、表面
温度については、特に制限はない。その中でも、前記キャストドラムの直径（Ｒ１）は２
０００～５０００ｍｍであることが好ましく、２５００～４５００ｍｍであることが特に
好ましく、３０００～３５００ｍｍであることが特に好ましい。
　前記キャストドラムの幅は２～６ｍであることが好ましく、３～５ｍであることが特に
好ましく、４～５ｍであることが特に好ましい。
　前記キャストドラムの回転速度は２～２０ｍ／分であることが好ましく、４～１２ｍ／
分であることが特に好ましく、５～１０ｍ／分であることが特に好ましい。
　前記キャストドラムのキャストドラム表面温度は４０～１４０℃であることが好ましく
、６０～１２０℃であることが特に好ましく、８０～１００℃であることが特に好ましい
。
　前記Ｔ型スリットダイ出口の樹脂温度は４０～１４０℃であることが好ましく、６０～
１２０℃であることが特に好ましく、８０～１００℃であることが特に好ましい。
　その後、得られたロールの裏面と表面とを乾燥ロールに交互に通過させながら乾燥を行
なうことが好ましい。前記乾燥ロールの直径、幅、回転速度、表面温度については、特に
制限はない。その中でも、前記キャストドラムの直径（Ｒ１）は２００～４５０ｍｍであ
ることが好ましく、２５０～４００ｍｍであることが特に好ましく、３００～３５０ｍｍ
であることが特に好ましい。
　また、得られたフィルムの長さについても特に制限はなく、２０００ｍ以上、好ましく
は４０００ｍ以上の長尺のフィルムとすることができる。フィルムの幅についても、特に
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制限はないが、２～６ｍであることが好ましく、３～５ｍであることが好ましい。
【００２８】
（膨潤）
　前記膨潤工程は、水のみで行うことが好ましいが、特開平１０－１５３７０９号公報に
記載されているように、光学性能の安定化および、製造ラインでの偏光板基材のシワ発生
回避のために、偏光板基材をホウ酸水溶液により膨潤させて、偏光板基材の膨潤度を管理
することもできる。
　また、膨潤工程の温度、時間は、任意に定めることができるが、１０℃～６０℃、５秒
～２０００秒が好ましい。
　なお、膨潤工程のときにわずかに延伸を行ってもよく、例えば１．０５倍～１．５倍に
延伸する態様が好ましく、１．３倍程度に延伸する態様がより好ましい。
【００２９】
（染色）
　前記染色工程は、特開２００２－８６５５４号公報に記載の方法を用いることができる
。また、染色方法としては浸漬だけでなく、ヨウ素あるいは染料溶液の塗布あるいは噴霧
等、任意の手段が可能である。また、特開２００２－２９００２５号公報に記載されてい
るように、ヨウ素の濃度、染色浴温度、浴中の延伸倍率、および浴中の浴液を攪拌させな
がら染色させる方法を用いてもよい。
　前記二色性色素として高次のヨウ素イオンを用いる場合、高コントラストの偏光板を得
るためには、染色工程はヨウ素をヨウ化カリウム水溶液に溶解した液を用いることが好ま
しい。この場合のヨウ素－ヨウ化カリウム水溶液のヨウ素とヨウ化カリウムの質量比につ
いては特開２００７－０８６７４８号公報に記載の態様を用いることができる。
　また、特許登録第３１４５７４７号明細書に記載されているように、染色液にホウ酸、
ホウ砂等のホウ素系化合物を添加してもよい。
【００３０】
（硬膜）
　前記硬膜工程は、架橋剤溶液に浸漬、または溶液を塗布して架橋剤を含ませるのが好ま
しい。また、特開平１１－５２１３０号公報に記載されているように、硬膜工程を数回に
分けて行うこともできる。
　前記架橋剤としては米国再発行特許第２３２８９７号明細書に記載のものが使用でき、
特許第３３５７１０９号明細書に記載されているように、寸法安定性を向上させるため、
架橋剤として多価アルデヒドを使用することもできるが、ホウ酸類が最も好ましく用いら
れる。硬膜工程に用いる架橋剤としてホウ酸を用いる場合には、ホウ酸－ヨウ化カリウム
水溶液に金属イオンを添加してもよい。金属イオンとしては塩化亜鉛が好ましいが、特開
２０００－３５５１２号公報に記載されているように、塩化亜鉛の変わりに、ヨウ化亜鉛
などのハロゲン化亜鉛、硫酸亜鉛、酢酸亜鉛などの亜鉛塩を用いることもできる。
　また、塩化亜鉛を添加したホウ酸－ヨウ化カリウム水溶液を作製し、ＰＶＡフィルムを
浸漬させて硬膜を行ってもよく、特開２００７－０８６７４８号公報に記載の方法を用い
ることができる。
　本発明において、偏光子の４０℃相対湿度９５％で２４時間処理し、更に２５℃相対湿
度１０％で４８時間処理した後の収縮力を上記所定の値にする手段の一つとして、偏光子
の硬膜条件（硬膜時間の調整など）を適宜調整して行うことが出来る。
【００３１】
（延伸）
　前記延伸工程は、米国特許２，４５４，５１５号明細書などに記載されているような、
縦一軸延伸方式、もしくは特開２００２－８６５５４号公報に記載されているようなテン
ター方式を好ましく用いることができる。好ましい延伸倍率は２倍～１２倍であり、さら
に好ましくは３倍～１０倍である。また、延伸倍率と原反厚さと偏光子厚さの関係は特開
２００２－０４０２５６号公報に記載されている（保護フィルム貼合後の偏光子膜厚／原
反膜厚）×（全延伸倍率）＞０．１７としたり、最終浴を出た時の偏光子の幅と保護フィ
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ルム貼合時の偏光子幅の関係は特開２００２－０４０２４７号公報に記載されている０．
８０≦（保護フィルム貼合時の偏光子幅／最終浴を出た時の偏光子の幅）≦０．９５とし
たりすることも好ましく行うことができる。
　本発明において、偏光子の４０℃相対湿度９５％で２４時間処理し、更に２５℃相対湿
度１０％で４８時間処理した後の収縮力を上記所定の値にする手段の一つとして、延伸倍
率を適宜調整して行うことが出来る。
　また、ＰＶＡを用いる場合、偏光子の吸収軸を、延伸方向と平行な方向とすることがで
きる。
【００３２】
（乾燥）
　前記乾燥工程は、特開２００２－８６５５４号公報で公知の方法を使用できるが、好ま
しい温度範囲は３０℃～１００℃であり、好ましい乾燥時間は３０秒～６０分である。ま
た、特許第３１４８５１３号明細書に記載されているように、水中退色温度を５０℃以上
とするような熱処理を行ったり、特開平０７－３２５２１５号公報や特開平０７－３２５
２１８号公報に記載されているように温湿度管理した雰囲気でエージングしたりすること
も好ましく行うことができる。
【００３３】
（塗布型偏光子）
　また膜厚が薄い偏光子は、特許第４６９１２０５号公報や特許第４７５１４８１号公報
に記載の塗布法を用いた製造方法により形成することができる。
【００３４】
　このような工程により、膜厚１．５～２０μｍの偏光子を製造することが好ましい。
　なお、膜厚の制御は、公知の方法で制御することができ、例えば前記流延工程における
ダイスリット幅や、延伸条件を適切な値に設定することで制御できる。
【００３５】
［偏光板］
　本発明の液晶表示装置に使用される偏光板は、前述の偏光子を含み得る。
【００３６】
＜偏光板の性能＞
（直交透過率ＣＴ）
　本発明における偏光板は、直交透過率ＣＴがＣＴ≦２．０であることが好ましく、より
好ましい範囲としてはＣＴ≦１．３であり、最も好ましくはＣＴ≦０．６（単位はいずれ
も％）である。
【００３７】
（直交透過率変化）
　また、偏光板耐久性試験では直交透過率の変化量はより小さいほうが好ましい。
　６０℃、相対湿度９５％に５００時間静置させたときの波長４１０ｎｍにおける直交透
過率の変化量（％）は、０．４０％以下であることが好ましく、０．３０％以下であるこ
とがより好ましく、０．２５以下であることが特に好ましい。
　一方、８０℃、Ｄｒｙ環境下に５００時間静置させたときの波長６８０ｎｍにおける直
交透過率の変化量（％）は、０．０６％以下であることがより好ましい。
　ここで、変化量とは試験後測定値から試験前測定値を差し引いた値である。
　上記直交透過率の変化量の範囲を満たせば、偏光板の高温高湿下および高温低湿下で長
時間使用中あるいは保管中の安定性が確保でき、好ましい。
【００３８】
（その他の特性）
　本発明における偏光板のその他の好ましい光学特性等については特開２００７－０８６
７４８号公報の〔０２３８〕～〔０２５５〕に記載されており、これらの特性を満たすこ
とが好ましい。
【００３９】
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＜形状・構成＞
　本発明における偏光板の形状は、液晶表示装置にそのまま組み込むことが可能な大きさ
に切断されたフィルム片の態様の偏光板のみならず、連続生産により、長尺状に作製され
、ロール状に巻き上げられた態様（例えば、ロール長２５００ｍ以上や３９００ｍ以上の
態様）の偏光板も含まれる。大画面液晶表示装置用とするためには、偏光板の幅は１４７
０ｍｍ以上とすることが好ましい。
【００４０】
　本発明における偏光板は、偏光子と該偏光子の両面に積層されている偏光板保護フィル
ムを含む。本発明における偏光板は、更に該偏光板の一方の面にプロテクトフィルムを、
反対面にセパレートフィルムを貼合して構成されることも好ましい。
　前記プロテクトフィルム及び前記セパレートフィルムは偏光板出荷時、製品検査時等に
おいて偏光板を保護する目的で用いられる。この場合、プロテクトフィルムは、偏光板の
表面を保護する目的で貼合され、偏光板を液晶板へ貼合する面の反対面側に用いられる。
また、セパレートフィルムは液晶板へ貼合する接着層をカバーする目的で用いられ、偏光
板を液晶板へ貼合する面側に用いられる。
　以下、本発明における偏光板に用いることができる２枚の偏光板保護フィルムの詳細に
ついて説明する。
　なお、偏光板に用いられる偏光子については、前述の通りである。
【００４１】
＜偏光板保護フィルム＞
　以下、前記偏光板保護フィルムに用いられるフィルム基材樹脂、添加剤、前記偏光板保
護フィルムの好ましい特性について説明する。
【００４２】
（２－１）樹脂
　次に前記偏光板保護フィルムで使用するフィルム基材である樹脂について説明する。
　前記偏光板保護フィルムに用いられるフィルム基材としては、公知の樹脂を用いること
ができ、本発明の趣旨に反しない限りにおいて特に制限はない。前記フィルム基材として
はセルロースアシレート、アクリル樹脂、シクロオレフィン系樹脂を挙げることができ、
その中でも（メタ）アクリル樹脂又はセルロースアシレート樹脂が好ましい。すなわち前
記偏光板保護フィルムは（メタ）アクリル樹脂又はセルロースアシレートを含むことが好
ましい。
【００４３】
　［（メタ）アクリル系樹脂フィルム］
　上記（メタ）アクリル系樹脂フィルムは、（メタ）アクリル系樹脂を含む。（メタ）ア
クリル系樹脂フィルムは、例えば、（メタ）アクリル系樹脂を主成分として含む樹脂成分
を含有する成型材料を、押出し成型にて成型して得られる。
　上記（メタ）アクリル系樹脂としては、Ｔｇ（ガラス転移温度）が、好ましくは１１５
℃以上、より好ましくは１２０℃以上、さらに好ましくは１２５℃以上、特に好ましくは
１３０℃以上である。上記（メタ）アクリル系樹脂フィルムは、Ｔｇ（ガラス転移温度）
が１１５℃以上である（メタ）アクリル系樹脂を主成分として含むことにより、耐久性に
優れたものとなり得る。上記（メタ）アクリル系樹脂のＴｇの上限値は特に限定されない
が、成形性等の観点から、好ましくは１７０℃以下である。
　上記（メタ）アクリル系樹脂としては、任意の適切な（メタ）アクリル系樹脂を採用し
得る。例えば、ポリメタクリル酸メチルなどのポリ（メタ）アクリル酸エステル、メタク
リル酸メチル－（メタ）アクリル酸共重合体、メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸
エステル共重合体、メタクリル酸メチル－アクリル酸エステル－（メタ）アクリル酸共重
合体、（メタ）アクリル酸メチル－スチレン共重合体（ＭＳ樹脂など）、脂環族炭化水素
基を有する重合体（例えば、メタクリル酸メチル－メタクリル酸シクロヘキシル共重合体
、メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸ノルボルニル共重合体など）が挙げられる。
好ましくは、ポリ（メタ）アクリル酸メチルなどのポリ（メタ）アクリル酸の炭素原子数
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１～６のアルキルエステルが挙げられる。より好ましくは、メタクリル酸メチルを主成分
（５０～１００質量％、好ましくは７０～１００質量％）とするメタクリル酸メチル系樹
脂が挙げられる。
　上記（メタ）アクリル系樹脂の具体例としては、例えば、三菱レイヨン社製のアクリペ
ットＶＨやアクリペットＶＲＬ２０Ａ、分子内架橋や分子内環化反応により得られる高Ｔ
ｇ（メタ）アクリル系樹脂が挙げられる。
　本発明においては、高い耐熱性、高い透明性、高い機械的強度を有する点で、上記（メ
タ）アクリル系樹脂として、グルタル酸無水物構造を有する（メタ）アクリル系樹脂、ラ
クトン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂、グルタルイミド構造を有する（メタ）ア
クリル系樹脂が好ましい。
　グルタル酸無水物構造を有する（メタ）アクリル系樹脂としては、特開２００６－２８
３０１３号公報、特開２００６－３３５９０２号公報、特開２００６－２７４１１８号公
報などに記載の、グルタル酸無水物構造を有する（メタ）アクリル系樹脂が挙げられる。
　ラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂としては、特開２０００－２３００１
６号公報、特開２００１－１５１８１４号公報、特開２００２－１２０３２６号公報、特
開２００２－２５４５４４号公報、特開２００５－１４６０８４号公報などに記載の、ラ
クトン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂が挙げられる。
　グルタルイミド構造を有する（メタ）アクリル系樹脂としては、特開２００６－３０９
０３３号公報、特開２００６－３１７５６０号公報、特開２００６－３２８３２９号公報
、特開２００６－３２８３３４号公報、特開２００６－３３７４９１号公報、特開２００
６－３３７４９２号公報、特開２００６－３３７４９３号公報、特開２００６－３３７５
６９号公報、特開２００７－００９１８２号公報などに記載の、グルタルイミド構造を有
する（メタ）アクリル系樹脂が挙げられる。
【００４４】
　（メタ）アクリル系樹脂フィルム中の上記（メタ）アクリル系樹脂の含有量は、好まし
くは５０～１００質量％、より好ましくは５０～９９質量％、さらに好ましくは６０～９
８質量％、特に好ましくは７０～９７質量％である。（メタ）アクリル系樹脂フィルム中
の上記（メタ）アクリル系樹脂の含有量が５０質量％未満の場合には、（メタ）アクリル
系樹脂が本来有する高耐熱性、高透明性が十分に反映できないおそれがある。
　（メタ）アクリル系樹脂フィルムを成型する際に用いる成型材料中の上記（メタ）アク
リル系樹脂の含有量は、好ましくは５０～１００質量％、より好ましくは５０～９９質量
％、さらに好ましくは６０～９８質量％、特に好ましくは７０～９７質量％である。（メ
タ）アクリル系樹脂フィルムを成型する際に用いる成型材料中の上記（メタ）アクリル系
樹脂の含有量が５０質量％未満の場合には、（メタ）アクリル系樹脂が本来有する高耐熱
性、高透明性が十分に反映できないおそれがある。 
　（メタ）アクリル系樹脂フィルムは、上記（メタ）アクリル系樹脂以外に、他の熱可塑
性樹脂を含有していてもよい。他の熱可塑性樹脂としては、例えば、ポリエチレン、ポリ
プロピレン、エチレン－プロピレン共重合体、ポリ（４－メチル－１－ペンテン）等のオ
レフィン系重合体；塩化ビニル、塩化ビニリデン、塩素化ビニル樹脂等のハロゲン化ビニ
ル系重合体；ポリメタクリル酸メチル等のアクリル系重合体；ポリスチレン、スチレン－
メタクリル酸メチル共重合体、スチレン－アクリロニトリル共重合体、アクリロニトリル
－ブタジエン－スチレンブロック共重合体等のスチレン系重合体；ポリエチレンテレフタ
レート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート等のポリエステル；ナ
イロン６、ナイロン６６、ナイロン６１０等のポリアミド；ポリアセタール；ポリカーボ
ネート；ポリフェニレンオキシド；ポリフェニレンスルフィド；ポリエーテルエーテルケ
トン；ポリスルホン；ポリエーテルスルホン；ポリオキシベンジレン；ポリアミドイミド
；ポリブタジエン系ゴム、アクリル系ゴムを配合したＡＢＳ樹脂やＡＳＡ樹脂等のゴム質
重合体等が挙げられる。
【００４５】
　（メタ）アクリル系樹脂フィルムにおける他の熱可塑性樹脂の含有量は、好ましくは０
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～５０質量％、より好ましくは０～４０質量％、さらに好ましくは０～３０質量％、特に
好ましくは０～２０質量％である。 
　（メタ）アクリル系樹脂フィルムは、添加剤を含有していてもよい。添加剤としては、
例えば、ヒンダードフェノール系、リン系、イオウ系等の酸化防止剤；耐光安定剤、耐候
安定剤、熱安定剤等の安定剤；ガラス繊維、炭素繊維等の補強材；フェニルサリチレート
、（２，２’－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－ヒドロキシ
ベンゾフェノン等の紫外線吸収剤；近赤外線吸収剤；トリス（ジブロモプロピル）ホスフ
ェート、トリアリルホスフェート、酸化アンチモン等の難燃剤；アニオン系、カチオン系
、ノニオン系の界面活性剤等の帯電防止剤；無機顔料、有機顔料、染料等の着色剤；有機
フィラーや無機フィラー；樹脂改質剤；有機充填剤や無機充填剤；可塑剤；滑剤；帯電防
止剤；難燃剤；位相差低減剤等が挙げられる。
　（メタ）アクリル系樹脂フィルムにおける添加剤の含有量は、好ましくは０～５質量％
、より好ましくは０～２質量％、さらに好ましくは０～０．５質量％である。 
　（メタ）アクリル系樹脂フィルムの製造方法としては、特に限定されるものではないが
、例えば、（メタ）アクリル系樹脂と、その他の重合体や添加剤等を、任意の適切な混合
方法で充分に混合し、予め熱可塑性樹脂組成物としてから、これをフィルム成形すること
ができる。あるいは、（メタ）アクリル系樹脂と、その他の重合体や添加剤等を、それぞ
れ別々の溶液にしてから混合して均一な混合液とした後、フィルム成形してもよい。 
上記熱可塑性樹脂組成物を製造するには、例えば、オムニミキサー等、任意の適切な混合
機で上記のフィルム原料をプレブレンドした後、得られた混合物を押出混練する。この場
合、押出混練に用いられる混合機は、特に限定されるものではなく、例えば、単軸押出機
、二軸押出機等の押出機や加圧ニーダー等、任意の適切な混合機を用いることができる。
　上記フィルム成形の方法としては、例えば、溶液キャスト法（溶液流延法）、溶融押出
法、カレンダー法、圧縮成形法等、任意の適切なフィルム成形法が挙げられる。これらの
フィルム成形法のうち、溶液キャスト法（溶液流延法）、溶融押出法が好ましい。 
　上記溶液キャスト法（溶液流延法）に用いられる溶媒としては、例えば、ベンゼン、ト
ルエン、キシレン等の芳香族炭化水素類；シクロヘキサン、デカリン等の脂肪族炭化水素
類；酢酸エチル、酢酸ブチル等のエステル類；アセトン、メチルエチエルケトン、メチル
イソブチルケトン等のケトン類；メタノール、エタノール、イソプロパノール、ブタノー
ル、イソブタノール、メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、ブチルセロソルブ等のアル
コール類；テトラヒドロフラン、ジオキサン等のエーテル類；ジクロロメタン、クロロホ
ルム、四塩化炭素等のハロゲン化炭化水素類；ジメチルホルムアミド；ジメチルスルホキ
シド等が挙げられる。これらの溶媒は、単独で用いても２種以上を併用してもよい。
　上記溶液キャスト法（溶液流延法）を行うための装置としては、例えば、ドラム式キャ
スティングマシン、バンド式キャスティングマシン、スピンコーター等が挙げられる。 
　上記溶融押出法としては、例えば、Ｔダイ法、インフレーション法等が挙げられる。成
形温度は、好ましくは１５０～３５０℃、より好ましくは２００～３００℃である。
　上記Ｔダイ法でフィルム成形する場合は、公知の単軸押出機や二軸押出機の先端部にＴ
ダイを取り付け、フィルム状に押出されたフィルムを巻取って、ロール状のフィルムを得
ることができる。この際、巻取りロールの温度を適宜調整して、押出方向に延伸を加える
ことで、１軸延伸することも可能である。また、押出方向と垂直な方向にフィルムを延伸
することにより、同時２軸延伸、逐次２軸延伸等を行うこともできる。 
【００４６】
　（メタ）アクリル系樹脂フィルムは、未延伸フィルムまたは延伸フィルムのいずれでも
よい。延伸フィルムである場合は、１軸延伸フィルムまたは２軸延伸フィルムのいずれで
もよい。２軸延伸フィルムである場合は、同時２軸延伸フィルムまたは逐次２軸延伸フィ
ルムのいずれでもよい。２軸延伸した場合は、機械的強度が向上し、フィルム性能が向上
する。（メタ）アクリル系樹脂フィルムは、他の熱可塑性樹脂を混合することにより、延
伸しても位相差の増大を抑制することができ、光学的等方性を保持することができる。 
延伸温度は、フィルム原料である熱可塑性樹脂組成物のガラス転移温度近傍であることが
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好ましく、具体的には、好ましくは（ガラス転移温度－３０℃）～（ガラス転移温度＋１
００℃）、より好ましくは（ガラス転移温度－２０℃）～（ガラス転移温度＋８０℃）の
範囲内である。延伸温度が（ガラス転移温度－３０℃）未満であると、充分な延伸倍率が
得られないおそれがある。逆に、延伸温度が（ガラス転移温度＋１００℃）超えると、樹
脂組成物の流動（フロー）が起こり、安定な延伸が行えないおそれがある。
　面積比で定義した延伸倍率は、好ましくは１．１～２５倍、より好ましくは１．３～１
０倍である。延伸倍率が１．１倍未満であると、延伸に伴う靭性の向上につながらないお
それがある。延伸倍率が２５倍を超えると、延伸倍率を上げるだけの効果が認められない
おそれがある。
　延伸速度は、一方向で、好ましくは１０～２０，０００％／ｍｉｎ、より好ましく１０
０～１０，０００％／ｍｉｎである。延伸速度が１０％／ｍｉｎ未満であると、充分な延
伸倍率を得るために時間がかかり、製造コストが高くなるおそれがある。延伸速度が２０
，０００％／ｍｉｎを超えると、延伸フィルムの破断等が起こるおそれがある。
　（メタ）アクリル系樹脂フィルムは、その光学的等方性や機械的特性を安定化させるた
めに、延伸処理後に熱処理（アニーリング）等を行うことができる。熱処理の条件は、任
意の適切な条件を採用し得る。
　（メタ）アクリル系樹脂フィルムの厚さは、好ましくは５～２００μｍ、より好ましく
は１０～１００μｍである。厚さが５μｍ未満であると、強度が低下するだけでなく、偏
光板の耐久性試験を行うと捲縮が大きくなるおそれがある。厚さが２００μｍを超えると
、透明性が低下するだけでなく、透湿性が小さくなり、水系接着剤を用いた場合、その溶
剤である水の乾燥速度が遅くなるおそれがある。
　（メタ）アクリル系樹脂フィルムの表面の濡れ張力は、好ましくは４０ｍＮ／ｍ以上、
より好ましくは５０ｍＮ／ｍ以上、さらに好ましくは５５ｍＮ／ｍ以上である。表面の濡
れ張力が少なくとも４０ｍＮ／ｍ以上であると、（メタ）アクリル系樹脂フィルムと偏光
子との接着強度がさらに向上する。表面の濡れ張力を調整するために、任意の適切な表面
処理を施すことができる。表面処理としては、例えば、コロナ放電処理、プラズマ処理、
オゾン吹き付け、紫外線照射、火炎処理、化学薬品処理が挙げられる。これらの中でも、
好ましくは、コロナ放電処理、プラズマ処理である。
【００４７】
（セルロースアシレート）
　以下、本発明に用いることができるセルロースアシレートについて、詳しく説明する。
　セルロースアシレートの置換度は、セルロースの構成単位（（β）１，４－グリコシド
結合しているグルコース）に存在している、３つの水酸基がアシル化されている割合を意
味する。置換度（アシル化度）は、セルロースの構成単位質量当りの結合脂肪酸量を測定
して算出することができる。本発明において、セルロース体の置換度はセルロース体を重
水素置換されたジメチルスルフォキシド等の溶剤に溶解して13Ｃ－ＮＭＲスペクトルを測
定し、アシル基中のカルボニル炭素のピーク強度比から求めることにより算出することが
できる。セルロースアシレートの残存水酸基をセルロースアシレート自身が有するアシル
基とは異なる他のアシル基に置換したのち、13Ｃ－ＮＭＲ測定により求めることができる
。測定方法の詳細については、手塚他（Ｃａｒｂｏｈｙｄｒａｔｅ．Ｒｅｓ．，２７３（
１９９５）８３－９１）に記載がある。
【００４８】
　本発明に用いることができるセルロースアシレートの全アシル置換度が２．０～２．９
７であることが好ましく、２．２～２．９５であることがより好ましく、２．３～２．９
５であることが特に好ましい。本発明に用いられる前記有機酸は、特にこのような全アシ
ル置換度の範囲のセルロースアシレートと併用したときに偏光板耐久性改善効果が高い。
　本発明に用いることができるセルロースアシレートのアシル基としては、アセチル基、
プロピオニル基、ブチリル基が特に好ましく、アセチル基がより特に好ましい。
【００４９】
　２種類以上のアシル基からなる混合脂肪酸エステルも本発明においてセルロースアシレ
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ートとして好ましく用いることができる。この場合も、アシル基としてはアセチル基と炭
素数が３～４のアシル基が好ましい。また、混合脂肪酸エステルを用いる場合、アセチル
基の置換度は２．５未満が好ましく、１．９未満がさらに好ましい。一方、炭素数が３～
４のアシル基の置換度は０．１～１．５であることが好ましく、０．２～１．２であるこ
とがより好ましく、０．５～１．１であることが特に好ましい。
　本発明においては、置換基および/または置換度の異なる２種のセルロースアシレート
を併用、混合して用いてもよいし、後述の共流延法などにより、異なるセルロースアシレ
ートからなる複数層からなるフィルムを形成してもよい。
【００５０】
　さらに特開２００８－２０８９６号公報の〔００２３〕～〔００３８〕に記載の脂肪酸
アシル基と置換もしくは無置換の芳香族アシル基とを有する混合酸エステルも本発明に好
ましく用いることができる。
【００５１】
　本発明で用いられるセルロースアシレートは、２５０～８００の質量平均重合度を有す
ることが好ましく、３００～６００の質量平均重合度を有することがさらに好ましい。ま
た本発明で用いられるセルロースアシレートは、７００００～２３００００の数平均分子
量を有することが好ましく、７５０００～２３００００の数平均分子量を有することがさ
らに好ましく、７８０００～１２００００の数平均分子量を有することが最も好ましい。
【００５２】
　本発明で用いられるセルロースアシレートは、アシル化剤として酸無水物や酸塩化物を
用いて合成できる。前記アシル化剤が酸無水物である場合は、反応溶媒として有機酸（例
えば、酢酸）や塩化メチレンが使用される。また、触媒として、硫酸のようなプロトン性
触媒を用いることができる。アシル化剤が酸塩化物である場合は、触媒として塩基性化合
物を用いることができる。工業的に最も一般的な合成方法では、セルロースをアセチル基
および他のアシル基に対応する有機酸（酢酸、プロピオン酸、酪酸）またはそれらの酸無
水物（無水酢酸、無水プロピオン酸、無水酪酸）を含む混合有機酸成分でエステル化して
セルロースエステルを合成する。
【００５３】
　前記方法においては、綿花リンターや木材パルプのようなセルロースは、酢酸のような
有機酸で活性化処理した後、硫酸触媒の存在下で、上記のような有機酸成分の混合液を用
いてエステル化する場合が多い。有機酸無水物成分は、一般にセルロース中に存在する水
酸基の量に対して過剰量で使用する。このエステル化処理では、エステル化反応に加えて
セルロース主鎖（β）１，４－グリコシド結合）の加水分解反応（解重合反応）が進行す
る。主鎖の加水分解反応が進むとセルロースエステルの重合度が低下し、製造するセルロ
ースエステルフィルムの物性が低下する。そのため、反応温度のような反応条件は、得ら
れるセルロースエステルの重合度や分子量を考慮して決定することが好ましい。
【００５４】
（２－２）添加剤
　前記偏光板保護フィルムは、有機酸やその他の偏光板保護フィルムに用いられる公知の
添加剤を、本発明の趣旨に反しない限りにおいて、含んでいてもよい。
【００５５】
（２－３）偏光板保護フィルムの特性
　前記偏光板保護フィルムは、以下の特性を満たすことが好ましい。
　ここで、本発明における偏光板に用いられる２枚の偏光板保護フィルムは、ともに同じ
偏光板保護フィルムであっても、異なる偏光板保護フィルムであってもよい。
　前記偏光板保護フィルムとしては、市販のセルローストリアセテートフィルム（フジタ
ックＴＤ６０、富士フイルム（株）製）、特開２００６－５８３２２号公報に記載の脂環
式構造含有重合体樹脂フィルム、特開２００９－１２２６４４号公報に記載のアクリル系
樹脂などを好ましく用いることができる。
【００５６】
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（偏光板保護フィルムの厚み）
　前記偏光板保護フィルムの厚みは５μｍ～７０μｍであることが好ましく、１０μｍ～
６５μｍであることがより好ましく、１５μｍ～６０μｍであることが特に好ましい。
　偏光子の４０℃相対湿度９５％で２４時間処理し、更に２５℃相対湿度１０％で４８時
間処理した後の収縮力を好適な値に調整する観点から、液晶セルのフロント側（視認側）
偏光板に使用される保護フィルムのうち、少なくとも一方の厚みが３０μｍ以下であるこ
とが好ましく、液晶セルのフロント側偏光板に使用される保護フィルムのうち、前記液晶
セルに近い側の保護フィルムの厚みが３０μｍ以下であることがより好ましく、５～２０
μｍであることが更に好ましい。
【００５７】
（偏光板保護フィルムのＭＤ方向の湿度寸法変化率（％））
　偏光子の４０℃相対湿度９５％で２４時間処理し、更に２５℃相対湿度１０％で４８時
間処理した後の収縮力を好適な値に調整する観点から、液晶セルのフロント側（視認側）
偏光板に使用される保護フィルムのうち、少なくとも一方の保護フィルムのＭＤ方向の湿
度寸法変化率が０．３％以下であることが好ましく、液晶セルのフロント側偏光板に使用
される保護フィルムのうち、前記液晶セルから遠い側の保護フィルムのＭＤ方向の湿度寸
法変化率が０．３％以下であることがより好ましく、０～０．２％であることが更に好ま
しい。
　本発明において、ＭＤ方向の湿度寸法変化率（％）は以下のように測定することができ
る。
　長さ１２ｃｍ（測定方向）、幅３ｃｍの試料を用意し、該試料に１０ｃｍの間隔でピン
孔を空け、２５℃、相対湿度６０％にて２４時間調湿後、ピン孔の間隔をピンゲージで測
長する（測定値をＬ０とする）。次いで試料を２５℃相対湿度１０％環境に２４時間放置
し、ピン孔の間隔をピンゲージで測長する（測定値をＬ１とする）。さらに試料を２５℃
相対湿度８０％環境に２４時間放置し、ピン孔の間隔をピンゲージで測長する（測定値を
Ｌ２とする）。これらの測定値を用いて下記式により湿度寸法変化率を算出する。
湿度寸法変化率（％）＝（Ｌ２－Ｌ１）／Ｌ０×１００
【００５８】
（偏光板保護フィルムの透湿度）
　前記偏光板保護フィルムの透湿度は、偏光板製造時の乾燥速度の観点から、前記保護フ
ィルムのうち少なくとも一方が透湿度１０ｇ／ｍ２／ｄａｙ以上であることが好ましい。
　前記保護フィルムの透湿度は、１０～２０００ｇ／ｍ２／ｄａｙであることがより好ま
しく、５０～１５００ｇ／ｍ２／ｄａｙであることが特に好ましく、１００～１０００ｇ
／ｍ２／ｄａｙであることがより特に好ましい。
　本明細書中における透湿度の値は、ＪＩＳ　Ｚ０２０８の透湿度試験（カップ法）に準
じて、温度４０℃、相対湿度９２％の雰囲気中、面積１ｍ２の試料を２４時間に通過する
水蒸気の重量（ｇ）を測定した値である。
【００５９】
［偏光板の製造方法］
　本発明における偏光板の製造方法は、本発明における偏光子を製造する工程を含む以外
は、特に制限はなく、公知のその他の工程を採用することができる。
　以下、本発明における偏光板の製造方法について、偏光板保護フィルムの製造方法、偏
光板保護フィルムと偏光子の積層方法、偏光板の機能化の順に説明する。
【００６０】
＜偏光板保護フィルムの製造方法＞
　前記偏光板保護フィルムは、ソルベントキャスト法により製造することができる。以下
、偏光板保護フィルムの製造方法について、基材としてセルロースアシレートを用いた態
様を例に挙げて説明するが、その他の樹脂を用いた場合も同様に前記偏光板保護フィルム
を製造することができる。ソルベントキャスト法では、セルロースアシレートを有機溶媒
に溶解した溶液（ドープ）を用いてフィルムを製造する。
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【００６１】
　前記有機溶媒は、炭素原子数が３～１２のエーテル、炭素原子数が３～１２のケトン、
炭素原子数が３～１２のエステルおよび炭素原子数が１～６のハロゲン化炭化水素から選
ばれる溶媒を含むことが好ましい。
　前記エーテル、ケトンおよびエステルは、環状構造を有していてもよい。また、前記エ
ーテル、ケトンおよびエステルの官能基（すなわち、－Ｏ－、－ＣＯ－および－ＣＯＯ－
）のいずれかを２つ以上有する化合物も、前記有機溶媒として用いることができる。前記
有機溶媒は、アルコール性水酸基のような他の官能基を有していてもよい。２種類以上の
官能基を有する有機溶媒の場合、その炭素原子数はいずれかの官能基を有する溶媒の上述
の好ましい炭素原子数範囲内であることが好ましい。
【００６２】
　前記炭素原子数が３～１２のエーテル類の例には、ジイソプロピルエーテル、ジメトキ
シメタン、ジメトキシエタン、１，４－ジオキサン、１，３－ジオキソラン、テトラヒド
ロフラン、アニソールおよびフェネトールが含まれる。
　前記炭素原子数が３～１２のケトン類の例には、アセトン、メチルエチルケトン、ジエ
チルケトン、ジイソブチルケトン、シクロヘキサノンおよびメチルシクロヘキサノンが含
まれる。
　前記炭素原子数が３～１２のエステル類の例には、エチルホルメート、プロピルホルメ
ート、ペンチルホルメート、メチルアセテート、エチルアセテートおよびペンチルアセテ
ートが含まれる。
　また、２種類以上の官能基を有する有機溶媒の例には、２－エトキシエチルアセテート
、２－メトキシエタノールおよび２－ブトキシエタノールが含まれる。
【００６３】
　炭素原子数が１～６のハロゲン化炭化水素の炭素原子数は、１または２であることが好
ましく、１であることが最も好ましい。ハロゲン化炭化水素のハロゲンは、塩素であるこ
とが好ましい。ハロゲン化炭化水素の水素原子が、ハロゲンに置換されている割合は、２
５～７５モル％であることが好ましく、３０～７０モル％であることがより好ましく、３
５～６５モル％であることがさらに好ましく、４０～６０モル％であることが最も好まし
い。メチレンクロリドが、代表的なハロゲン化炭化水素である。
　また、２種類以上の有機溶媒を混合して用いてもよい。
【００６４】
　セルロースアシレート溶液（ドープ）は、０℃以上の温度（常温または高温）で処理す
ることからなる一般的な方法で調製することができる。セルロースアシレート溶液の調製
は、通常のソルベントキャスト法におけるドープの調製方法および装置を用いて実施する
ことができる。なお、一般的な方法の場合は、有機溶媒としてハロゲン化炭化水素（特に
メチレンクロリド）を用いることが好ましい。
【００６５】
　セルロースアシレート溶液中におけるセルロースアシレートの量は、得られる溶液中に
１０～４０質量％含まれるように調整する。セルロースアシレートの量は、１０～３０質
量％であることがさらに好ましい。有機溶媒（主溶媒）中には、後述する任意の添加剤を
添加しておいてもよい。
【００６６】
　セルロースアシレート溶液は、常温（０～４０℃）でセルロースアシレートと有機溶媒
とを撹拌することにより調製することができる。高濃度の溶液は、加圧および加熱条件下
で撹拌してもよい。具体的には、セルロースアシレートと有機溶媒とを加圧容器に入れて
密閉し、加圧下で溶媒の常温における沸点以上、且つ溶媒が沸騰しない範囲の温度に加熱
しながら撹拌する。加熱温度は、通常は４０℃以上であり、好ましくは６０～２００℃で
あり、さらに好ましくは８０～１１０℃である。
【００６７】
　各成分は予め粗混合してから容器に入れてもよい。また、順次容器に投入してもよい。
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容器は撹拌できるように構成されている必要がある。窒素ガス等の不活性気体を注入して
容器を加圧することができる。また、加熱による溶媒の蒸気圧の上昇を利用してもよい。
あるいは、容器を密閉後、各成分を圧力下で添加してもよい。
【００６８】
　加熱する場合、容器の外部より加熱することが好ましい。例えば、ジャケットタイプの
加熱装置を用いることができる。また、容器の外部にプレートヒーターを設け、配管して
液体を循環させることにより容器全体を加熱することもできる。
【００６９】
　撹拌は、容器内部に撹拌翼を設けて、これを用いて行うことが好ましい。撹拌翼は、容
器の壁付近に達する長さのものが好ましい。撹拌翼の末端には、容器の壁の液膜を更新す
るため、掻取翼を設けることが好ましい。
【００７０】
　容器には、圧力計、温度計等の計器類を設置してもよい。容器内で各成分を溶媒中に溶
解する。調製したドープは冷却後容器から取り出すか、あるいは、取り出した後、熱交換
器等を用いて冷却する。
【００７１】
　冷却溶解法により、セルロースアシレート溶液を調製することもできる。冷却溶解法の
詳細については、特開２００７－８６７４８号公報の〔０１１５〕～〔０１２２〕に記載
されている技術を用いることができる。
【００７２】
　調製したセルロースアシレート溶液（ドープ）から、ソルベントキャスト法によりセル
ロースアシレートフィルムを製造する。ドープにはレターデーション発現剤を添加するこ
とが好ましい。ドープは、ドラムまたはバンド上に流延し、溶媒を蒸発させてフィルムを
形成する。流延前のドープは、固形分量が１８～３５％となるように濃度を調整すること
が好ましい。ドラムまたはバンドの表面は、鏡面状態に仕上げておくことが好ましい。ド
ープは、表面温度が１０℃以下のドラムまたはバンド上に流延することが好ましい。
【００７３】
　ソルベントキャスト法における乾燥方法については、米国特許第２,３３６,３１０号、
同２,３６７,６０３号、同２,４９２,０７８号、同２,４９２,９７７号、同２,４９２,９
７８号、同２,６０７,７０４号、同２,７３９,０６９号および同２,７３９,０７０号の各
明細書、英国特許第６４０７３１号および同７３６８９２号の各明細書、並びに特公昭４
５－４５５４号、同４９－５６１４号、特開昭６０－１７６８３４号、同６０－２０３４
３０号および同６２－１１５０３５号の各公報に記載がある。バンドまたはドラム上での
乾燥は空気、窒素などの不活性ガスを送風することにより行なうことができる。
【００７４】
　また、得られたフィルムをドラムまたはバンドから剥ぎ取り、さらに１００℃～１６０
℃まで逐次温度を変えた高温風で乾燥して、残留溶媒を蒸発させることもできる。以上の
方法は、特公平５－１７８４４号公報に記載がある。この方法によると、流延から剥ぎ取
りまでの時間を短縮することが可能である。この方法を実施するためには、流延時のドラ
ムまたはバンドの表面温度においてドープがゲル化することが必要である。
【００７５】
　調製したセルロースアシレート溶液（ドープ）を用いて２層以上の流延を行いフィルム
化することもできる。この場合、ソルベントキャスト法によりセルロースアシレートフィ
ルムを作製することが好ましい。ドープは、ドラムまたはバンド上に流延し、溶媒を蒸発
させてフィルムを形成する。流延前のドープは、固形分量が１０～４０質量％の範囲とな
るように濃度を調整することが好ましい。ドラムまたはバンドの表面は、鏡面状態に仕上
げておくことが好ましい。
【００７６】
　２層以上の複数のセルロースアシレート溶液を流延する場合、複数のセルロースアシレ
ート溶液を流延することが可能であり、支持体の進行方向に間隔をおいて設けられた複数
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の流延口からセルロースアシレートを含む溶液をそれぞれ流延させて積層させながらフィ
ルムを作製してもよい。これらは、例えば、特開昭６１－１５８４１４号、特開平１－１
２２４１９号、および特開平１１－１９８２８５号の各公報に記載の方法を用いることが
できる。また、２つの流延口からセルロースアシレート溶液を流延することによっても、
フィルム化することもできる。これは、例えば、特公昭６０－２７５６２号、特開昭６１
－９４７２４号、特開昭６１－９４７２４５号、特開昭６１－１０４８１３号、特開昭６
１－１５８４１３号、および、特開平６－１３４９３３号の各公報に記載の方法を用いる
ことができる。さらに特開昭５６－１６２６１７号公報に記載の高粘度セルロースアシレ
ート溶液の流れを低粘度のセルロースアシレート溶液で包み込み、その高・低粘度のセル
ロースアシレート溶液を同時に押し出すセルロースアシレートフィルムの流延方法を用い
ることもできる。
【００７７】
　また、２個の流延口を用いて、第一の流延口により支持体に成形したフィルムを剥ぎ取
り、支持体面に接していた側に第二の流延を行うことにより、フィルムを作製することも
できる。例えば、特公昭４４－２０２３５号公報に記載の方法を挙げることができる。
【００７８】
　流延するセルロースアシレート溶液は同一の溶液を用いてもよいし、異なるセルロース
アシレート溶液を２種以上用いてもよい。複数のセルロースアシレート層に機能をもたせ
るために、その機能に応じたセルロースアシレート溶液を、それぞれの流延口から押し出
せばよい。さらに本発明におけるセルロースアシレート溶液は、他の機能層（例えば、接
着層、染料層、帯電防止層、アンチハレーション層、紫外線吸収層、偏光層など）と同時
に流延することもできる。
【００７９】
　偏光板保護フィルムには、劣化防止剤（例えば、酸化防止剤、過酸化物分解剤、ラジカ
ル禁止剤、金属不活性化剤、酸捕獲剤、アミン等）を添加してもよい。劣化防止剤につい
ては、特開平３－１９９２０１号、同５－１９０７０７３号、同５－１９４７８９号、同
５－２７１４７１号、同６－１０７８５４号の各公報に記載がある。また、前記劣化防止
剤の添加量は、調製する溶液（ドープ）の０．０１～１質量％であることが好ましく、０
．０１～０．２質量％であることがさらに好ましい。添加量が０．０１質量％以上であれ
ば、劣化防止剤の効果が十分に発揮されるので好ましく、添加量が１質量％以下であれば
、フィルム表面への劣化防止剤のブリードアウト（滲み出し）などが生じにくいので好ま
しい。特に好ましい劣化防止剤の例としては、ブチル化ヒドロキシトルエン（ＢＨＴ）、
トリベンジルアミン（ＴＢＡ）を挙げることができる。
【００８０】
　また、偏光板保護フィルムには、マット剤として微粒子を加えることが好ましい。本発
明に使用される微粒子としては、二酸化珪素、二酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化ジ
ルコニウム、炭酸カルシウム、タルク、クレイ、焼成カオリン、焼成珪酸カルシウム、水
和ケイ酸カルシウム、ケイ酸アルミニウム、ケイ酸マグネシウム及びリン酸カルシウムを
挙げることができる。微粒子はケイ素を含むものが、濁度が低くなる点で好ましく、特に
二酸化珪素が好ましい。二酸化珪素の微粒子は、１次平均粒子径が２０ｎｍ以下であり、
かつ見かけ比重が７０ｇ／リットル以上であるものが好ましい。見かけ比重は９０～２０
０ｇ／リットル以上が好ましく、１００～２００ｇ／リットル以上がさらに好ましい。見
かけ比重が大きい程、高濃度の分散液を作ることが可能になり、ヘイズ、凝集物が良化す
るため好ましい。
【００８１】
　これらの微粒子は、通常平均粒子径が０．１～３．０μｍの２次粒子を形成し、これら
の微粒子はフィルム中では、１次粒子の凝集体として存在し、フィルム表面に０．１～３
．０μｍの凹凸を形成させる。２次平均粒子径は０．２μｍ～１．５μｍが好ましく、０
．４μｍ～１．２μｍがさらに好ましく、０．６μｍ～１．１μｍが最も好ましい。１次
、２次粒子径はフィルム中の粒子を走査型電子顕微鏡で観察し、粒子に外接する円の直径
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をもって粒径とした。また、場所を変えて粒子２００個を観察し、その平均値をもって平
均粒子径とした。
【００８２】
　二酸化珪素の微粒子は、例えば、アエロジルＲ９７２、Ｒ９７２Ｖ、Ｒ９７４、Ｒ８１
２、２００、２００Ｖ、３００、Ｒ２０２、ＯＸ５０、ＴＴ６００（以上日本アエロジル
（株）製）などの市販品を使用することができる。酸化ジルコニウムの微粒子は、例えば
、アエロジルＲ９７６及びＲ８１１（以上日本アエロジル（株）製）の商品名で市販され
ており、使用することができる。
【００８３】
　これらの中でアエロジル２００Ｖ、アエロジルＲ９７２Ｖが、１次平均粒子径が２０ｎ
ｍ以下であり、かつ見かけ比重が７０ｇ／リットル以上である二酸化珪素の微粒子であり
、光学フィルムの濁度を低く保ちながら、摩擦係数をさげる効果が大きいため特に好まし
い。
【００８４】
　本発明において２次平均粒子径の小さな粒子を有する偏光板保護フィルムを得るために
、微粒子の分散液を調製する際にいくつかの手法が考えられる。例えば、溶剤と微粒子を
撹拌混合した微粒子分散液をあらかじめ作成し、この微粒子分散液を別途用意した少量の
セルロースアシレート溶液に加えて撹拌溶解し、さらにメインのセルロースアシレート溶
液（ドープ液）と混合する方法がある。この方法は二酸化珪素微粒子の分散性がよく、二
酸化珪素微粒子が更に再凝集しにくい点で好ましい調製方法である。ほかにも、溶剤に少
量のセルロースエステルを加え、撹拌溶解した後、これに微粒子を加えて分散機で分散を
行い、これを微粒子添加液とし、この微粒子添加液をインラインミキサーでドープ液と十
分混合する方法もある。本発明はこれらの方法に限定されないが、二酸化珪素微粒子を溶
剤などと混合して分散するときの二酸化珪素の濃度は５～３０質量％が好ましく、１０～
２５質量％が更に好ましく、１５～２０質量％が最も好ましい。分散濃度が高い方が添加
量に対する液濁度は低くなり、ヘイズ、凝集物が良化するため好ましい。最終的なセルロ
ースアシレートのドープ溶液中でのマット剤微粒子の添加量は１ｍ３あたり０．０１～１
．０ｇが好ましく、０．０３～０．３ｇが更に好ましく、０．０８～０．１６ｇが最も好
ましい。
　使用される溶剤は低級アルコール類としては、好ましくはメチルアルコール、エチルア
ルコール、プロピルアルコール、イソプロピルアルコール、ブチルアルコール等が挙げら
れる。低級アルコール以外の溶媒としては特に限定されないが、セルロースエステルの製
膜時に用いられる溶剤を用いることが好ましい。
【００８５】
　これら流延から後乾燥までの工程は、空気雰囲気下でもよいし窒素ガスなどの不活性ガ
ス雰囲気下でもよい。本発明における偏光板保護フィルムの製造に用いる巻き取り機は、
一般的に使用されているものでよく、定テンション法、定トルク法、テーパーテンション
法、内部応力一定のプログラムテンションコントロール法などの巻き取り方法で巻き取る
ことができる。
【００８６】
（延伸処理）
　前記偏光板保護フィルムには、延伸処理を行うこともできる。延伸処理により偏光板保
護フィルムに所望のレターデーションを付与することが可能である。例えば、セルロース
アシレートフィルムを用いる場合、偏光板保護フィルムの遅相軸を、延伸方向と平行な方
向とすることができる。
　セルロースアシレートフィルムの延伸方向は幅方向、長手方向のいずれでも好ましい。
　幅方向に延伸する方法は、例えば、特開昭６２－１１５０３５号、特開平４－１５２１
２５号、同４－２８４２１１号、同４－２９８３１０号、同１１－４８２７１号などの各
公報に記載されている。
【００８７】
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　フィルムの延伸は、加熱条件下で実施する。フィルムは、乾燥中の処理で延伸すること
ができ、特に溶媒が残存する場合は有効である。長手方向の延伸の場合、例えば、フィル
ムの搬送ローラーの速度を調節して、フィルムの剥ぎ取り速度よりもフィルムの巻き取り
速度の方を速くするとフィルムは延伸される。幅方向の延伸の場合、フィルムの巾をテン
ターで保持しながら搬送して、テンターの巾を徐々に広げることによってもフィルムを延
伸できる。フィルムの乾燥後に、延伸機を用いて延伸すること（好ましくはロング延伸機
を用いる一軸延伸）もできる。
【００８８】
　前記偏光板保護フィルムの延伸は、前記偏光板保護フィルムのガラス転移温度Ｔｇを用
いて、（Ｔｇ－５℃）～（Ｔｇ＋４０℃）の温度で行うことが好ましく、Ｔｇ～（Ｔｇ＋
３５℃）であることがより好ましく、（Ｔｇ＋１０℃）～（Ｔｇ＋３０℃）であることが
特に好ましい。乾膜の場合、１３０℃～２００℃が好ましい。
　また、流延後にドープ溶剤が残存した状態で延伸を行う場合、乾膜よりも低い温度で延
伸が可能となり、この場合、１００℃～１７０℃が好ましい。
【００８９】
　前記偏光板保護フィルムの延伸倍率（延伸前のフィルムに対する伸び率）は、１％～２
００％が好ましく、５％～１５０％がさらに好ましい。とくに、幅方向に１％～２００％
で延伸するのが好ましく、さらに好ましくは５％～１５０％、特に好ましくは３０～４５
％である。
　延伸速度は１％／分～３００％／分が好ましく、１０％／分～３００％／分がさらに好
ましく、３０％／分～３００％／分が最も好ましい。
【００９０】
　また、前記偏光板保護フィルムは、最大延伸倍率まで延伸したのちに、最大延伸倍率よ
り低い延伸倍率で一定時間保持する工程（以下、「緩和工程」と称することがある。）を
経て製造されることが好ましい。緩和工程における延伸倍率は最大延伸倍率の５０％～９
９％が好ましく、７０％～９７％がさらに好ましく、９０％～９５％が最も好ましい。ま
た、緩和工程の時間は１秒～１２０秒が好ましく、５秒～１００秒がさらに好ましい。
【００９１】
　さらに、前記偏光板保護フィルムは幅方向にフィルムを把持しながら収縮させる収縮工
程を含むことにより好ましく製造することができる。
　フィルムの幅方向に延伸する延伸工程と、フィルムの搬送方向（長手方向）に収縮させ
る収縮工程を含むことを特徴とする製造方法においてはパンタグラフ式あるいはリニアモ
ーター式のテンターによって保持し、フィルムの幅方向に延伸しながら搬送方向にはクリ
ップの間隔を徐々に狭めることでフィルムを収縮させることが出来る。
【００９２】
　前記で説明した方法は、延伸工程と収縮工程の少なくとも一部が、同時に行われている
ということができる。
【００９３】
　なお、上記のようなフィルムの長手方向または幅方向のいずれか一方を延伸し、同時に
もう一方を収縮させ、同時にフィルムの膜厚を増加させる延伸工程を具体的に行う延伸装
置として、市金工業社製ＦＩＴＺ機などを望ましく用いることができる。この装置に関し
ては（特開２００１－３８８０２号公報）に記載されている。
【００９４】
　延伸工程における延伸倍率および収縮工程における収縮率としては目的とする面内のレ
ターデーションＲｅおよび厚さ方向のレターデーションＲｔｈの値により、任意に適切な
値を選択することができるが、延伸工程における延伸倍率が１０％以上であり、かつ収縮
工程における収縮率を５％以上とすることが好ましい。
　特に、フィルムの幅方向に１０％以上延伸する延伸工程と、フィルムの幅方向にフィル
ムを把持しながらフィルムの搬送方向を５％以上収縮させる収縮工程とを含むことが好ま
しい。
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　なお、本発明でいう収縮率とは、収縮方向における収縮前のフィルムの長さに対する収
縮後のフィルムの収縮した長さの割合を意味する。
　収縮率としては５～４０％が好ましく、１０～３０％が特に好ましい。
【００９５】
（鹸化処理）
　前記偏光板保護フィルムはアルカリ鹸化処理することによりポリビニルアルコールのよ
うな偏光子の材料との密着性を付与し、偏光板保護フィルムとして用いることができる。
　鹸化の方法については、特開２００７－８６７４８号公報の〔０２１１〕と〔０２１２
〕に記載される方法を用いることができる。
【００９６】
　例えば前記偏光板保護フィルムに対するアルカリ鹸化処理は、フィルム表面をアルカリ
溶液に浸漬した後、酸性溶液で中和し、水洗して乾燥するサイクルで行われることが好ま
しい。前記アルカリ溶液としては、水酸化カリウム溶液、水酸化ナトリウム溶液が挙げら
れ、水酸化イオンの濃度は０．１～５．０ｍｏｌ／Ｌの範囲にあることが好ましく、０．
５～４．０ｍｏｌ／Ｌの範囲にあることがさらに好ましい。アルカリ溶液温度は、室温～
９０℃の範囲にあることが好ましく、４０～７０℃の範囲にあることがさらに好ましい。
【００９７】
　アルカリ鹸化処理の代わりに、特開平６－９４９１５号公報、特開平６－１１８２３２
号公報に記載されているような易接着加工を施してもよい。
【００９８】
＜偏光子と偏光板保護フィルムの積層方法＞
　本発明における偏光板の製造方法は、上記にて得られた偏光子の両面に、２枚の偏光板
保護フィルムを積層する工程を含むことが好ましい。
【００９９】
　積層には、接着剤が用いられる。接着剤としては、イソシアネート系接着剤、ポリビニ
ルアルコール系接着剤、エポキシ系接着剤、ゼラチン系接着剤、ビニル系ラテックス系、
水系ポリエステル等を例示できる。これらの中でも、透明性、接着性、作業性、製品の品
質および経済性に優れるポリビニルアルコール系接着剤が好ましく用いられる。
　また、後述の貼り合わせ後の接着剤の乾燥工程を要しないことから、脂環式エポキシ化
合物を含有する無溶剤の活性エネルギー線硬化性組成物（以下、単に「エポキシ系接着剤
組成物」ということもある。）を好ましく使用することができる。脂環式エポキシ化合物
を含有する無溶剤の活性エネルギー線硬化性組成物を用いることにより、過酷な環境下に
おける偏光板の耐久性を向上させることが可能になるとともに、接着剤を乾燥させる工程
が不要になるため、生産性を向上させることができる。
【０１００】
　ここで、脂環式エポキシ化合物とは、飽和環状化合物の環に直接エポキシ基を有してな
るもの、及び飽和環状化合物の環に直接グリシジルエーテル基又はグリシジル基を有して
なるものをいう。なお、他のエポキシ基を構造内に有していてもよい。
【０１０１】
　飽和環状化合物の環に直接エポキシ基を有してなる脂環式エポキシ化合物は、例えば、
特開２０１０－０９１６０３号公報段落００７４～００８１に記載の方法により入手する
ことができる。
【０１０２】
　本発明において好ましく用いられる飽和環状化合物の環に直接エポキシ基を有してなる
脂環式エポキシ化合物の具体例を挙げれば、例えば、３，４－エポキシシクロヘキシルメ
チル　３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート、１，２－エポキシ－４－ビニ
ルシクロヘキサン、１，２－エポキシ－１－メチル－４－（１－メチルエポキシエチル）
シクロヘキサン、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル　メタアクリレート、２，２－
ビス（ヒドロキシメチル）－１－ブタノールの４－（１，２－エポキシエチル）－１，２
－エポキシシクロヘキサン付加物、エチレン　ビス（３，４－エポキシシクロヘキサンカ
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ルボキシレート）、オキシジエチレン　ビス（３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキ
シレート）、１，４－シクロヘキサンジメチル　ビス（３，４－エポキシシクロヘキサン
カルボキシレート）、及び３－（３，４－エポキシシクロヘキシルメトキシカルボニル）
プロピル　３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート等が挙げられる。
【０１０３】
　飽和環状化合物の環に直接グリシジルエーテル基又はグリシジル基を有してなる脂環式
エポキシ化合物は、例えば、特開２０１０－０９１６０３号公報段落００８３～００８６
に記載の方法により入手することができる。
【０１０４】
　上記した脂環式エポキシ化合物の中でも、偏光板の耐久性を向上させる上において良好
な硬化物特性を示し、又は適度な硬化性を有するとともに、比較的廉価に入手できること
から、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル　３，４－エポキシシクロヘキサンカルボ
キシレート及びビスフェノールＡのグリシジルエーテル化物の水添化物が好ましく、３，
４－エポキシシクロヘキシルメチル　３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート
がより好ましい。
【０１０５】
　また、これらの脂環式エポキシ化合物は、それぞれ単独で使用してもよいし、２種以上
を混合して使用してもよい。
【０１０６】
　このような脂環式エポキシ化合物は、市販品を容易に入手することが可能であり、たと
えば、それぞれ商品名で、「セロキサイド」、「サイクロマー」（以上、ダイセル化学工
業株式会社製）及び「サイラキュア」（ダウケミカル社製）等が挙げられる。
【０１０７】
　本発明において、エポキシ系接着剤組成物には、脂環式エポキシ化合物以外の活性エネ
ルギー線硬化性化合物を配合することができる。このような活性エネルギー線硬化性化合
物としては、前記脂環式エポキシ化合物以外のエポキシ化合物を用いることができる。こ
のような脂環式エポキシ化合物以外のエポキシ化合物を併用することにより、偏光子と偏
光板保護フィルムとの密着性を向上させることができる。
　このような脂環式エポキシ化合物以外のエポキシ化合物、及びそのオリゴマー等は、市
販品を容易に入手することが可能であり、たとえば、それぞれ商品名で、「エピコート」
（ジャパンエポキシレジン株式会社製）、「エピクロン」（ＤＩＣ株式会社製）、「エポ
トート」（東都化成株式会社製）、「アデカレジン」（株式会社ＡＤＥＫＡ製）、「デナ
コール」（ナガセケムテックス株式会社製）、「ダウエポキシ」（ダウケミカル社製）及
び「テピック」（日産化学工業株式会社製）等が挙げられる。
【０１０８】
　本発明で用いられる脂環式エポキシ化合物及び脂環式エポキシ化合物以外のエポキシ化
合物のエポキシ当量は、通常、３０～２０００ｇ／ｅｑであり、５０～１５００ｇ／ｅｑ
であることが好ましく、７０～１０００ｇ／ｅｑであることがより好ましい。なお、この
エポキシ当量は、ＪＩＳ　Ｋ　７２３６（ＩＳＯ　３００１）に準拠して測定する値であ
る。また、エポキシ化合物が高純度単量体であれば、その分子量より理論量を算出するこ
とができる。
【０１０９】
　また、前記活性エネルギー線硬化性化合物としては、オキセタン化合物を用いることも
できる。オキセタン化合物の併用により、活性エネルギー線硬化性組成物の硬化速度を向
上させることができる。オキセタン化合物としては、オキセタン環を有する化合物であっ
て、活性エネルギー線硬化性であれば特に限定されるものではないが、たとえば、１，４
－ビス｛［（３－エチルオキセタン－３－イル）メトキシ］メチル｝ベンゼン、３－エチ
ル－３－（２－エチルヘキシロキシメチル）オキセタン、ビス（３－エチル－３－オキセ
タニルメチル）エーテル、３－エチル－３－（フェノキシメチル）オキセタン、３－エチ
ル－３－（シクロヘキシロキシメチル）オキセタン、フェノールノボラックオキセタン、
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及び１，３－ビス［（３－エチルオキセタン－３－イル）メトキシ］ベンゼン等が挙げら
れる。
【０１１０】
　このようなオキセタン化合物は、市販品を容易に入手することが可能であり、たとえば
、それぞれ商品名で、「アロンオキセタン」（東亞合成株式会社製）、及び「ＥＴＥＲＮ
ＡＣＯＬＬ」（宇部興産株式会社製）等が挙げられる。
【０１１１】
　活性エネルギー線硬化性組成物中における脂環式エポキシ化合物の配合比は、活性エネ
ルギー線硬化性化合物（脂環式エポキシ化合物、脂環式エポキシ化合物以外のエポキシ化
合物及びオキセタン化合物）の合計１００質量部に対して、脂環式エポキシ化合物３０～
９５質量部が好ましく、５０～９０質量部がより好ましく、７０～８５質量部が更に好ま
しい。
【０１１２】
　本発明で用いられる脂環式エポキシ化合物を含む活性エネルギー線硬化性組成物に含有
される全塩素量は、０．１ｐｐｍ～１５０００ｐｐｍの範囲が好ましく、０．５ｐｐｍ～
２０００ｐｐｍの範囲がより好ましく、１．０～１０００ｐｐｍの範囲が更に好ましい。
なお、この全塩素量は、ＪＩＳ　Ｋ　７２４３－３（ＩＳＯ　２１６２７－３）に準拠し
て測定する値である。
【０１１３】
　本発明で用いられる脂環式エポキシ化合物を含む活性エネルギー線硬化性組成物の色相
は、硬化前における活性エネルギー線硬化性組成物のガードナー色度で５以下が好ましく
、３以下がより好ましく、１以下が更に好ましい。
【０１１４】
　本発明で用いられる脂環式エポキシ化合物を含む活性エネルギー線硬化性組成物は、活
性エネルギー線の照射によって固化（硬化）し、該硬化物層を狭持するフィルム同士に接
着力を与える硬化性組成物である。
【０１１５】
　用いられる活性エネルギー線としては、たとえば、波長が１ｐｍ～１０ｎｍのＸ線、１
０～４００ｎｍの紫外線、及び４００～８００ｎｍの可視光線等が挙げられる。中でも、
利用の容易さ、活性エネルギー線硬化性組成物の調整の容易さ及びその安定性、並びにそ
の硬化性能の点で紫外線が好ましく用いられる。
【０１１６】
　用いる光源は、特に限定されるものではないが、たとえば、波長４００ｎｍ以下に発光
分布を有する、低圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、超高圧水銀灯、ケミカルランプ、
ブラックライトランプ、マイクロウェーブ励起水銀灯、及びメタルハライドランプ等が挙
げられる。
【０１１７】
　照射強度は、活性エネルギー線硬化性組成物や照射時間によって決定されるものであり
、特に制限されるものではないが、たとえば、開始剤の活性化に有効な波長領域の照射強
度が０．１～１０００ｍＷ／ｃｍ２であることが好ましい。
【０１１８】
　照射時間は、活性エネルギー線硬化性組成物や照射強度によって決定されるものであり
、特に制限されるものではないが、たとえば、照射強度と照射時間の積として表される積
算光量が１０～５，０００ｍＪ／ｃｍ２となるように設定されることが好ましい。
【０１１９】
　本発明で用いられる脂環式エポキシ化合物を含む活性エネルギー線硬化性組成物は、活
性エネルギー線によって硬化するために、カチオン重合開始剤を配合するのが好ましい。
【０１２０】
　これらのカチオン重合開始剤は、それぞれ単独で使用してもよいし、２種以上を混合し
て使用してもよい。中でも、特に芳香族スルホニウム塩は、３００ｎｍ以上の波長領域で
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も紫外線吸収特性を有することから、硬化性に優れ、良好な機械強度や接着強度を有する
硬化物層を与えることができるため、好ましく用いられる。
【０１２１】
　カチオン重合開始剤の配合量は、活性エネルギー線硬化性化合物の合計１００質量部に
対して、通常、０．５～２０質量部であり、１～１５質量部が好ましい。
【０１２２】
　これらのカチオン重合開始剤は、市販品を容易に入手することが可能であり、たとえば
、それぞれ商品名で、「カヤラッド」（日本化薬株式会社製）、「サイラキュア」（ユニ
オンカーバイド社製）、光酸発生剤「ＣＰＩ」（サンアプロ株式会社製）、光酸発生剤「
ＴＡＺ」、「ＢＢＩ」、「ＤＴＳ」（以上、ミドリ化学株式会社製）、「アデカオプトマ
ー」（株式会社ＡＤＥＫＡ製）、及び「ＲＨＯＤＯＲＳＩＬ」（ローディア社製）等が挙
げられる。
【０１２３】
　本発明で用いられる脂環式エポキシ化合物を含む活性エネルギー線硬化性組成物は、必
要に応じて光増感剤を併用することができる。光増感剤を使用することで、反応性が向上
し、硬化物層の機械強度や接着強度を向上させることができる。
【０１２４】
　光増感剤としては、特に限定されるものではないが、たとえば、カルボニル化合物、有
機硫黄化合物、過硫化物、レドックス系化合物、アゾ及びジアゾ化合物、ハロゲン化合物
、並びに光還元性色素等が挙げられる。
【０１２５】
　光増感剤は、それぞれ単独で使用してもよいし、混合して使用してもよい。光増感剤は
、活性エネルギー線硬化性組成物を１００質量部とした場合に、０．１～２０質量部の範
囲で含有するのが好ましい。
【０１２６】
　本発明に用いる活性エネルギー線硬化性組成物には、本発明の効果を損なわない限り、
各種の添加剤を配合することができる。各種の添加剤としては、たとえば、イオントラッ
プ剤、酸化防止剤、連鎖移動剤、増感剤、粘着付与剤、熱可塑性樹脂、充填剤、流動調整
剤、可塑剤、及び消泡剤等が挙げられる。
【０１２７】
　偏光板は、前記偏光板保護フィルムと偏光子を、前記接着剤を用いて貼り合わせること
により製造する。接着剤の塗布は、偏光板保護フィルム、偏光子のいずれに行ってもよく
、両者に行ってもよい。貼り合わせ後には、乾燥工程を施し、塗布乾燥層からなる接着層
を形成する。偏光子と偏光板保護フィルムの貼り合わせは、ロールラミネーター等により
行うことができる。接着層の厚さは、特に制限されないが、通常０．１～５μｍ程度であ
る。
【０１２８】
　＜粘着剤層＞
　前述した偏光板や、偏光板を少なくとも１層有する光学部材には、液晶セルとの貼合の
ため粘着剤層を設けていてもよい。液晶セル以外の他部材と貼合するためにも粘着剤層を
設けることもできる。粘着剤層を形成する粘着剤は特に制限されないが、例えばアクリル
系重合体、シリコーン系ポリマー、ポリエステル、ポリウレタン、ポリアミド、ポリエー
テル、フッ素系やゴム系などのポリマーをベースポリマーとするものを適宜に選択して用
いることができる。特に、アクリル系粘着剤の如く光学的透明性に優れ、適度な濡れ性と
凝集性と接着性の粘着特性を示して、耐候性や耐熱性などに優れるものが好ましく用いう
る。
【０１２９】
　また上記に加えて、吸湿による発泡現象や剥がれ現象の防止、熱膨張差等による光学特
性の低下や液晶セルの反り防止、ひいては高品質で耐久性に優れる液晶表示装置の形成性
などの点より、吸湿率が低くて耐熱性に優れる粘着層が好ましい。
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　また、偏光板の固定と貼合の作業性（リワーク性）の観点から、粘着剤層の粘着力は１
Ｎ／２５ｍｍ以上が好ましく、５Ｎ／２５ｍｍ以上がより好ましい。なお、上限は特に制
限されない。
【０１３０】
　偏光板や液晶セルの伸張・収縮への追従や粘着剤層を挟持する部材の応力の伝播を抑制
するため、２３℃における粘着剤の貯蔵弾性率（Ｇ’）が２０～１００［ＭＰａ］が好ま
しく、３０～７０［ＭＰａ］がより好ましい。
【０１３１】
　粘着剤層は、例えば天然物や合成物の樹脂類、特に、粘着性付与樹脂や、ガラス繊維、
ガラスビーズ、金属粉、その他の無機粉末等からなる充填剤や顔料、着色剤、酸化防止剤
などの粘着層に添加されることの添加剤を含有していてもよい。また微粒子を含有して光
拡散性を示す粘着剤層などであってもよい。
【０１３２】
　粘着剤層は、異なる組成又は種類等のものの重畳層として偏光板や光学部材の片面又は
両面に設けることもできる。また両面に設ける場合に、偏光板や光学部材の表裏において
異なる組成や種類や厚さ等の粘着剤層とすることもできる。粘着剤層の厚さは、使用目的
や接着力などに応じて適宜に決定でき、一般には１～５００μｍであり、５～２００μｍ
が好ましく、特に１０～１００μｍが好ましい。
【０１３３】
　粘着剤層の露出面に対しては、実用に供するまでの間、その汚染防止等を目的にセパレ
ータが仮着されてカバーされる。これにより、通例の取扱状態で粘着層に接触することを
防止できる。セパレータとしては、上記厚さ条件を除き、例えばプラスチックフィルム、
ゴムシート、紙、布、不織布、ネット、発泡シートや金属箔、それらのラミネート体等の
適宜な薄葉体を、必要に応じシリコーン系や長鎖アルキル系、フッ素系や硫化モリブデン
等の適宜な剥離剤でコート処理したものなどの、従来に準じた適宜なものを用いうる。
【０１３４】
　なお、本発明において、上記した偏光板や光学部材等、また粘着剤層などの各層には、
例えばサリチル酸エステル系化合物やベンゾフェノール系化合物、ベンゾトリアゾール系
化合物やシアノアクリレート系化合物、ニッケル錯塩系化合物等の紫外線吸収剤で処理す
る方式などの方式により紫外線吸収能をもたせたものなどであってもよい。
【０１３５】
　偏光板や光学部材の片面又は両面への粘着層の付設は、適宜な方式で行いうる。その例
としては、例えばトルエンや酢酸エチル等の適宜な溶剤の単独物又は混合物からなる溶媒
にベースポリマー又はその組成物を溶解又は分散させた１０～４０質量％程度の粘着剤溶
液を調製し、それを流延方式や塗工方式等の適宜な展開方式で偏光板上又は光学部材上に
直接付設する方式、あるいは前記に準じセパレータ上に粘着剤層を形成してそれを偏光板
上又は光学部材上に移着する方式などが挙げられる。
【０１３６】
　本発明における偏光板の偏光板保護フィルムの前記偏光子への貼り合せ方は、ロールツ
ーロールでの製造適性の観点から、偏光子の吸収軸と前記偏光板保護フィルムのＭＤ方向
（製膜工程における搬送方向）とが実質的に平行となるように貼り合せることが好ましい
。
　ここで、実質的に平行であるとは、前記偏光板保護フィルムのＭＤ方向と偏光子の吸収
軸の方向とのずれが５°以内であることをいい、１°以内であることが好ましく、０．５
°以内であることがより好ましい。ずれが１°以内であれば、偏光板クロスニコル下での
偏光度性能が低下しにくく、光抜けが生じにくく好ましい。
【０１３７】
＜偏光板の機能化＞
　本発明における偏光板は、ディスプレイの視認性向上のための反射防止フィルム、輝度
向上フィルムや、ハードコート層、前方散乱層、アンチグレア（防眩）層等の機能層を有
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する光学フィルムと複合した機能化偏光板としても好ましく使用される。機能化のための
反射防止フィルム、輝度向上フィルム、他の機能性光学フィルム、ハードコート層、前方
散乱層、アンチグレア層については、特開２００７－８６７４８号公報の〔０２５７〕～
〔０２７６〕に記載され、これらの記載を基に機能化した偏光板を作成することができる
。
【０１３８】
　（３－１）反射防止フィルム
　本発明における偏光板は反射防止フィルムと組み合わせて使用することができる。反射
防止フィルムは、フッ素系ポリマー等の低屈折率素材を単層付与しただけの反射率１．５
％程度のフィルム、または薄膜の多層干渉を利用した反射率１％以下のフィルムのいずれ
も使用できる。本発明では、透明支持体上に低屈折率層、および低屈折率層より高い屈折
率を有する少なくとも一層の層（即ち、高屈折率層、中屈折率層）を積層した構成が好ま
しく使用される。また、日東技報，ｖｏｌ．３８，Ｎｏ．１，Ｍａｙ，２０００，２６頁
～２８頁や特開２００２－３０１７８３号公報などに記載された反射防止フィルムも好ま
しく使用できる。
【０１３９】
　各層の屈折率は以下の関係を満足する。
　高屈折率層の屈折率＞中屈折率層の屈折率＞透明支持体の屈折率＞低屈折率層の屈折率
【０１４０】
　反射防止フィルムに用いる透明支持体は、前述の偏光板保護フィルムに使用するフィル
ム基材を好ましく使用することができ、透明のフィルム基材であることが好ましい。
【０１４１】
　低屈折率層の屈折率は１．２０～１．５５であることが好ましく、さらに好ましくは１
．３０～１．５０である。低屈折率層は、耐擦傷性、防汚性を有する最外層として使用す
ることが好ましい。耐擦傷性向上のため、シリコーン基を含有する含シリコーン化合物や
、フッ素を含有する含フッ素化合物等の素材を用い表面への滑り性を付与することも好ま
しく行われる。
【０１４２】
　前記含フッ素化合物としては、例えば、特開平９－２２２５０３号公報［００１８］～
［００２６］、同１１－３８２０２号公報［００１９］～［００３０］、特開２００１－
４０２８４号公報［００２７］～［００２８］、特開２０００－２８４１０２号公報等に
記載の化合物を好ましく使用することができる。
　前記含シリコーン化合物はポリシロキサン構造を有する化合物が好ましいが、反応性シ
リコーン（例えば、サイラプレーン（チッソ（株）製）や両末端にシラノール基含有のポ
リシロキサン（特開平１１－２５８４０３号公報）等を使用することもできる。シランカ
ップリング剤等の有機金属化合物と特定のフッ素含有炭化水素基含有のシランカップリン
グ剤とを触媒共存下に縮合反応で硬化させてもよい（特開昭５８－１４２９５８号公報、
同５８－１４７４８３号公報、同５８－１４７４８４号公報、特開平９－１５７５８２号
公報、同１１－１０６７０４号公報、特開２０００－１１７９０２号公報、同２００１－
４８５９０号公報、同２００２－５３８０４号公報記載の化合物等）。
　低屈折率層には、上記以外の添加剤として充填剤（例えば、二酸化珪素（シリカ）、含
フッ素粒子（フッ化マグネシウム、フッ化カルシウム、フッ化バリウム）等の一次粒子平
均径が１～１５０ｎｍの低屈折率無機化合物、特開平１１－３８２０号公報の［００２０
］～［００３８］に記載の有機微粒子等）、シランカップリング剤、滑り剤、界面活性剤
等を含有させることも好ましく行うことができる。
【０１４３】
　前記低屈折率層は、気相法（真空蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーティング法
、プラズマＣＶＤ法等）により形成されてもよいが、安価に製造できる点で、塗布法で形
成することが好ましい。塗布法としては、ディップコート法、エアーナイフコート法、カ
ーテンコート法、ローラーコート法、ワイヤーバーコート法、グラビアコート法、マイク
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ログラビア法を好ましく使用することができる。
　低屈折率層の膜厚は、３０～２００ｎｍであることが好ましく、５０～１５０ｎｍであ
ることがさらに好ましく、６０～１２０ｎｍであることが最も好ましい。
【０１４４】
　中屈折率層および高屈折率層は、平均粒子サイズ１００ｎｍ以下の高屈折率の無機化合
物超微粒子をマトリックス用材料に分散した構成とすることが好ましい。高屈折率の無機
化合物微粒子としては、屈折率１．６５以上の無機化合物、例えば、Ｔｉ、Ｚｎ、Ｓｂ、
Ｓｎ、Ｚｒ、Ｃｅ、Ｔａ、Ｌａ、Ｉｎ等の酸化物、これらの金属原子を含む複合酸化物等
を好ましく使用できる。
　このような超微粒子は、粒子表面を表面処理剤で処理したり（シランカップリング剤等
：特開平１１－２９５５０３号公報、同１１－１５３７０３号公報、特開２０００－９９
０８号公報、アニオン性化合物或は有機金属カップリング剤：特開２００１－３１０４３
２号公報等）、高屈折率粒子をコアとしたコアシェル構造としたり（特開２００１－１６
６１０４号公報等）、特定の分散剤を併用する（例えば、特開平１１－１５３７０３号公
報、米国特許第６,２１０,８５８Ｂ１明細書、特開２００２－２７７６０６９号公報等）
等の態様で使用することができる。
【０１４５】
　前記マトリックス用材料としては、従来公知の熱可塑性樹脂、硬化性樹脂皮膜等を使用
できるが、特開２０００－４７００４号公報、同２００１－３１５２４２号公報、同２０
０１－３１８７１号公報、同２００１－２９６４０１号公報等に記載の多官能性材料や、
特開２００１－２９３８１８号公報等に記載の金属アルコキシド組成物から得られる硬化
性膜を使用することもできる。
　前記高屈折率層の屈折率は、１．７０～２．２０であることが好ましい。高屈折率層の
厚さは、５ｎｍ～１０μｍであることが好ましく、１０ｎｍ～１μｍであることがさらに
好ましい。
　前記中屈折率層の屈折率は、低屈折率層の屈折率と高屈折率層の屈折率との間の値とな
るように調整する。中屈折率層の屈折率は、１．５０～１．７０であることが好ましい。
【０１４６】
　前記反射防止フィルムのヘイズは、５％以下であることが好ましく、３％以下がさらに
好ましい。また、膜の強度は、ＪＩＳ　Ｋ５４００に従う鉛筆硬度試験でＨ以上であるこ
とが好ましく、２Ｈ以上であることがさらに好ましく、３Ｈ以上であることが最も好まし
い。
【０１４７】
（３－２）輝度向上フィルム
　本発明における偏光板は、輝度向上フィルムと組み合わせて使用することができる。輝
度向上フィルムは、円偏光もしくは直線偏光の分離機能を有しており、偏光板とバックラ
イトとの間に配置され、一方の円偏光もしくは直線偏光をバックライト側に後方反射もし
くは後方散乱する。バックライト部からの再反射光は、部分的に偏光状態を変化させ、輝
度向上フィルムおよび偏光板に再入射する際、部分的に透過するため、この過程を繰り返
すことにより光利用率が向上し、正面輝度が１．４倍程度に向上する。輝度向上フィルム
としては異方性反射方式および異方性散乱方式が知られており、いずれも本発明における
偏光板と組み合わせることができる。
【０１４８】
　異方性反射方式では、一軸延伸フィルムと未延伸フィルムとを多重に積層して、延伸方
向の屈折率差を大きくすることにより反射率ならびに透過率の異方性を有する輝度向上フ
ィルムが知られており、誘電体ミラーの原理を用いた多層膜方式（国際公開第９５／１７
６９１号パンフレット、国際公開第９５／１７６９２号パンフレット、国際公開第９５／
１７６９９号パンフレットの各明細書記載）やコレステリック液晶方式（欧州特許６０６
９４０Ａ２号明細書、特開平８－２７１７３１号公報記載）が知られている。誘電体ミラ
ーの原理を用いた多層方式の輝度向上フィルムとしてはＤＢＥＦ―Ｅ、ＤＢＥＦ－Ｄ、Ｄ
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ＢＥＦ－Ｍ（いずれも３Ｍ社製）、コレステリック液晶方式の輝度向上フィルムとしては
ＮＩＰＯＣＳ（日東電工（株）製）が本発明で好ましく使用される。ＮＩＰＯＣＳについ
ては、日東技報，ｖｏｌ．３８，Ｎｏ．１，Ｍａｙ，２０００，１９頁～２１頁などを参
考にすることができる。
【０１４９】
　また、本発明では国際公開第９７／３２２２３号パンフレット、国際公開第９７／３２
２２４号パンフレット、国際公開第９７／３２２２５号パンフレット、国際公開第９７／
３２２２６号パンフレットの各明細書および特開平９－２７４１０８号、同１１－１７４
２３１号の各公報に記載された正の固有複屈折性ポリマーと負の固有複屈折性ポリマーと
をブレンドして一軸延伸した異方性散乱方式の輝度向上フィルムと組み合わせて使用する
ことも好ましい。異方性散乱方式輝度向上フィルムとしては、ＤＲＰＦ－Ｈ（３Ｍ社製）
が好ましい。
【０１５０】
　本発明における偏光板は、さらに、ハードコート層、前方散乱層、アンチグレア（防眩
）層、ガスバリア層、滑り層、帯電防止層、下塗り層や保護層等を設けた機能性光学フィ
ルムと組み合わせて使用することも好ましい。また、これらの機能層は、前述の反射防止
フィルムにおける反射防止層、あるいは光学異方性層等と同一層内で相互に複合して使用
することも好ましい。これらの機能層は、偏光子側および偏光子と反対面（より空気側の
面）のどちらか片面、または両面に設けて使用できる。
【０１５１】
（３－３）ハードコート層
　本発明における偏光板は耐擦傷性等の力学的強度を付与するため、ハードコート層を透
明支持体の表面に設けた機能性光学フィルムと組み合わせることが好ましく行われる。ハ
ードコート層を、前述の反射防止フィルムに適用して用いる場合は、特に、透明支持体と
高屈折率層の間に設けることが好ましい。
　前記ハードコート層は、光および／または熱による硬化性化合物の架橋反応、または、
重合反応により形成されることが好ましい。硬化性官能基としては、光重合性官能基が好
ましく、または、加水分解性官能基含有の有機金属化合物は有機アルコキシシリル化合物
が好ましい。ハードコート層の具体的な構成組成物としては、例えば、特開２００２－１
４４９１３号公報、同２０００－９９０８号公報、国際公開第００／４６６１７号パンフ
レット等記載のものを好ましく使用することができる。
　ハードコート層の膜厚は、０．２μｍ～１００μｍであることが好ましい。
　ハードコート層の強度は、ＪＩＳ　Ｋ５４００に従う鉛筆硬度試験で、Ｈ以上であるこ
とが好ましく、２Ｈ以上であることがさらに好ましく、３Ｈ以上であることが最も好まし
い。また、ＪＩＳ　Ｋ５４００に従うテーバー試験で、試験前後の試験片の摩耗量が少な
いほど好ましい。
【０１５２】
　ハードコート層を形成する材料は、エチレン性不飽和基を含む化合物、開環重合性基を
含む化合物を用いることができ、これらの化合物は単独あるいは組み合わせて用いること
ができる。エチレン性不飽和基を含む化合物の好ましい例としては、エチレングリコール
ジアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、ジトリメチロールプロパン
テトラアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテ
トラアクリレート、ジペンタエリスリトールペンタアクリレート、ジペンタエリスリトー
ルヘキサアクリレート等のポリオールのポリアクリレート類；ビスフェノールＡジグリシ
ジルエーテルのジアクリレート、ヘキサンジオールジグリシジルエーテルのジアクリレー
ト等のエポキシアクリレート類；ポリイソシナネートとヒドロキシエチルアクリレート等
の水酸基含有アクリレートの反応によって得られるウレタンアクリレート等を好ましい化
合物として挙げることができる。また、市販化合物としては、ＥＢ－６００、ＥＢ－４０
、ＥＢ－１４０、ＥＢ－１１５０、ＥＢ－１２９０Ｋ、ＩＲＲ２１４、ＥＢ－２２２０、
ＴＭＰＴＡ、ＴＭＰＴＭＡ（以上、ダイセル・ユーシービー（株）製）、ＵＶ－６３００
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、ＵＶ－１７００Ｂ（以上、日本合成化学工業（株）製）等が挙げられる。
【０１５３】
　また、開環重合性基を含む化合物の好ましい例としては、グリシジルエーテル類として
エチレングリコールジグリシジルエーテル、ビスフェノールＡジグリシジルエーテル、ト
リメチロールエタントリグリシジルエーテル、トリメチロールプロパントリグリシジルエ
ーテル、グリセロールトリグリシジルエーテル、トリグリシジルトリスヒドロキシエチル
イソシアヌレート、ソルビトールテトラグリシジルエーテル、ペンタエリスリトールテト
ラグリシルエーテル、クレゾールノボラック樹脂のポリグリシジルエーテル、フェノール
ノボラック樹脂のポリグリシジルエーテルなど、脂環式エポキシ類としてセロキサイド２
０２１Ｐ、セロキサイド２０８１、エポリードＧＴ－３０１、エポリードＧＴ－４０１、
ＥＨＰＥ３１５０ＣＥ（以上、ダイセル化学工業（株）製）、フェノールノボラック樹脂
のポリシクロヘキシルエポキシメチルエーテルなど、オキセタン類としてＯＸＴ－１２１
、ＯＸＴ－２２１、ＯＸ－ＳＱ、ＰＮＯＸ－１００９（以上、東亞合成（株）製）などが
挙げられる。その他にグリシジル（メタ）アクリレートの重合体、或いはグリシジル（メ
タ）アクリレートと共重合できるモノマーとの共重合体をハードコート層に使用すること
もできる。
【０１５４】
　ハードコート層には、ハードコート層の硬化収縮の低減、基材との密着性の向上、本発
明においてハードコート処理物品のカールを低減するため、ケイ素、チタン、ジルコニウ
ム、アルミニウム等の酸化物微粒子やポリエチレン、ポリスチレン、ポリ（メタ）アクリ
ル酸エステル類、ポリジメチルシロキサン等の架橋粒子、ＳＢＲ、ＮＢＲなどの架橋ゴム
微粒子等の有機微粒子等の架橋微粒子を添加することも好ましく行われる。これらの架橋
微粒子の平均粒子サイズは、１ｎｍ～２００００ｎｍであることが好ましい。また、架橋
微粒子の形状は、球状、棒状、針状、板状など特に制限無く使用できる。微粒子の添加量
は硬化後のハードコート層の６０体積％以下であることが好ましく、４０体積％以下がよ
り好ましい。
【０１５５】
　上記で記載した無機微粒子を添加する場合、一般にバインダーポリマーとの親和性が悪
いため、ケイ素、アルミニウム、チタニウム等の金属を含有し、かつアルコキシド基、カ
ルボン酸基、スルホン酸基、ホスホン酸基等の官能基を有する表面処理剤を用いて表面処
理を行うことも好ましく行われる。
【０１５６】
　ハードコート層は、熱または活性エネルギー線を用いて硬化することが好ましく、その
中でも放射線、ガンマー線、アルファー線、電子線、紫外線等の活性エネルギー線を用い
ることがより好ましく、安全性、生産性を考えると電子線、紫外線を用いることが特に好
ましい。熱で硬化させる場合は、プラスチック自身の耐熱性を考えて、加熱温度は１４０
℃以下が好ましく、より好ましくは１００℃以下である。
【０１５７】
（３－４）前方散乱層
　前方散乱層は、本発明における偏光板を液晶表示装置に適用した際の、上下左右方向の
視野角特性（色相と輝度分布）改良するために使用される。本発明では、前方散乱層は屈
折率の異なる微粒子をバインダー分散した構成が好ましく、例えば、前方散乱係数を特定
化した特開１１－３８２０８号公報、透明樹脂と微粒子との相対屈折率を特定範囲とした
特開２０００－１９９８０９号公報、ヘイズ値を４０％以上と規定した特開２００２－１
０７５１２号公報等の構成を使用することができる。また、本発明における偏光板をヘイ
ズの視野角特性を制御するため、住友化学（株）の技術レポート「光機能性フィルム」３
１頁～３９頁に記載された「ルミスティ」と組み合わせて使用することも好ましく行うこ
とができる。
【０１５８】
（３－５）アンチグレア層



(31) JP 2014-6505 A 2014.1.16

10

20

30

40

50

　アンチグレア（防眩）層は、反射光を散乱させ映り込みを防止するために使用される。
アンチグレア機能は、液晶表示装置の最表面（表示側）に凹凸を形成することにより得ら
れる。アンチグレア機能を有する光学フィルムのヘイズは、３～３０％であることが好ま
しく、５～２０％であることがさらに好ましく、７～２０％であることが最も好ましい。
　フィルム表面に凹凸を形成する方法は、例えば、微粒子を添加して膜表面に凹凸を形成
する方法（例えば、特開２０００－２７１８７８号公報等）、比較的大きな粒子（粒子サ
イズ０．０５～２μｍ）を少量（０．１～５０質量％）添加して表面凹凸膜を形成する方
法（例えば、特開２０００－２８１４１０号公報、同２０００－９５８９３号公報、同２
００１－１００００４号公報、同２００１－２８１４０７号公報等）、フィルム表面に物
理的に凹凸形状を転写する方法（例えば、エンボス加工方法として、特開昭６３－２７８
８３９号公報、特開平１１－１８３７１０号公報、特開２０００－２７５４０１号公報等
記載）等を好ましく使用することができる。
【０１５９】
[液晶表示装置]
　本発明の液晶表示装置は、フロント側に前述の偏光板を配置したものである。
【０１６０】
　本発明の液晶表示装置の例として液晶層とこの上下に配置された液晶セル上電極基板お
よび液晶セル下電極基板とを有する液晶セル、液晶セルの両側に配置されたフロント側偏
光板（視認側偏光板）およびリア側偏光板（非視認側偏光板）からなる。液晶セルと各偏
光板との間にカラーフィルターを配置してもよい。前記液晶表示装置は透過型として使用
され、冷陰極あるいは熱陰極蛍光管、あるいは発光ダイオード、フィールドエミッション
素子、エレクトロルミネッセント素子を光源とするバックライトを背面に配置する。
　本発明の液晶表示装置は、液晶表示装置をスリム化するために薄型化したバックライト
を用いる場合に特に好適であり、高湿環境下での保存後に発生する光漏れを低減すること
ができる。
【０１６１】
　液晶表示装置には、ＴＦＴやＭＩＭのような３端子または２端子半導体素子を用いたア
クティブマトリックス液晶表示装置が本発明は有効である。もちろん時分割駆動と呼ばれ
るＳＴＮモードに代表されるパッシブマトリックス液晶表示装置でも有効である。
【０１６２】
（ＩＰＳモード及びＦＦＳモード）
　本発明の液晶表示装置の液晶セルはＩＰＳモード又はＦＦＳモードであることが好まし
い。
　ＩＰＳモードは、基板に対して液晶分子が常に水平であるようにスイッチングするモー
ドであり、基板に対して水平方向の横電界を用いて液晶分子をスイッチングさせる。電極
の形状についても、線状、網目状、スパイラル状、点状等、ジグザグ状等、いずれであっ
てもよい。望ましいΔｎｄは３００ｎｍ程度である。
　ＦＦＳモードは、ＩＰＳと同様に基板に対して液晶分子が常に水平であるようにスイッ
チングするモードであり、基板に対して水平方向の横電界を用いて液晶分子をスイッチン
グさせる。一般的に、ＦＦＳモードはベタ電極と層間絶縁膜とくし歯電極を有しており、
電界方向がＩＰＳとは異なる特徴を有している。望ましいΔｎｄは３５０ｎｍ程度である
。
　これらのモードについては、種々の文献に記載があり、いずれの構成も本発明に採用す
ることができる。表示装置のいずれにおいても得られる。ＩＰＳ型液晶表示装置は、例え
ば特開２００３－１５１６０号、特開２００３－７５８５０号、特開２００３－２９５１
７１号、特開２００４－１２７３０号、特開２００４－１２７３１号、特開２００５－１
０６９６７号、特開２００５－１３４９１４号、特開２００５－２４１９２３号、特開２
００５－２８４３０４号、特開２００６－１８９７５８号、特開２００６－１９４９１８
号、特開２００６－２２０６８０号、特開２００７－１４０３５３号、特開２００７－１
７８９０４号、特開２００７－２９３２９０号、特開２００７－３２８３５０号、特開２
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００８－３２５１号、特開２００８－３９８０６号、特開２００８－４０２９１号、特開
２００８－６５１９６号、特開２００８－７６８４９号、特開２００８－９６８１５号等
の各公報に記載のものも使用できる。
【０１６３】
　ＦＦＳ型（以下、ＦＦＳモードともいう）液晶セルは、カウンター電極と画素電極を有
する。これらの電極はＩＴＯ等の透明物質で形成され、及び上・下部基板等の間の間隔よ
り狭い間隔で、電極上部に配置されている液晶分子等が全て駆動することができる程度の
幅で形成されている。この構成により、ＦＦＳモードでは、ＩＰＳモードより向上した開
口率を得ることができ、さらに、電極部分が光透過性であるので、ＩＰＳモードより向上
した透過率を得ることができる。ＦＦＳモード液晶セルについては、例えば特開２００１
－１００１８３号、特開２００２－１４３７４、特開２００２－１８２２３０、特開２０
０３－１３１２４８、特開２００３－２３３０８３号等の各公報の記載を参照することが
できる。
　図１は、ＩＰＳ又はＦＦＳ型液晶表示装置の一実施形態の断面模式図である。
　図１に示す液晶表示装置は、一対の第１偏光板１６及び第２偏光板１８と、ＩＰＳ又は
ＦＦＳ型液晶セルＬＣとを備え、第２偏光板１８のさらに外側には、バックライト２６が
配置されている。
　なお、第１偏光板１６及び第２偏光板１８は、それぞれ偏光子と該偏光子の両面に偏光
板保護フィルム(不図示)が積層されている。
【０１６４】
　図１の液晶表示装置では、液晶セルＬＣは、第１基板１２、ネマチック液晶材料からな
る液晶層１０、及び第２基板１４を有する。液晶層１０は、黒表示時に該ネマチック液晶
材料の液晶分子が一対の基板１２及び１４の表面に対して平行に配向するＩＰＳ又はＦＦ
Ｓ型液晶セルである。液晶層の厚さｄ（μｍ）と屈折率異方性Δｎとの積Δｎ・ｄは透過
モードにおいて、ねじれ構造を持たないＩＰＳ型では０．２～０．４μｍの範囲が、ＦＦ
Ｓ型では０．３～０．５μｍの範囲が最適値となる。この範囲では白表示輝度が高く、黒
表示輝度が小さいことから、明るくコントラストの高い表示装置が得られる。基板１２及
び１４の液晶層１０に接触する表面には、配向膜（不図示）が形成されていて、液晶分子
を基板の表面に対して略平行に配向させるとともに配向膜上に施されたラビング処理方向
等により、電圧無印加状態もしくは低印加状態における液晶分子配向方向が制御されてい
る。また、基板１２若しくは１４の内面には、液晶分子に電圧印加可能な電極（図１中不
図示）が形成されている。
【０１６５】
　液晶層１０は、電圧無印加状態では、液晶分子はねじれずに、例えば、基板１２及び１
４の内面に形成された配向膜のラビング処理の方向等によって制御され、一定の水平方向
に配向している。電圧を印加すると、面内方向に形成された電界によって、液晶分子が水
平に所定の角度だけ回転して、所定の方向に配向する。電極の形状及び配置については種
々提案されていて、いずれも利用することができる。
【０１６６】
　図１において、第１偏光板１６の吸収軸１６ａと、第２偏光板１８の吸収軸１８ａは直
交して配置されている。電圧無印加時には、液晶層１０の液晶分子は、液晶層１０の遅相
軸１０ａが、第２偏光板１８の吸収軸１８ａと平行になるように水平配向している。従っ
て、バックライト２６から入射した光は、偏光状態をほぼ維持したまま液晶層１０を追加
し、第１偏光板１６の吸収軸１６ａで遮光され、黒表示になる。しかし、バックライト２
６から入射した光のうち、斜め方向から入射した光に対しては、偏光板１６及び１８の吸
収軸１６ａ及び１８ａが直交関係からずれているために、光漏れが生じ、即ち視野角コン
トラストを低下させることになる。この光漏れを軽減し、視野角コントラストを改善する
ため、第１又は第２偏光板と液晶セルＬＣの間に、光学補償フィルム（位相差フィルム）
を配置することが好ましい。若しくは、第１又は第２偏光板の液晶セルＬＣ側にある偏光
板保護フィルムが光学補償フィルムを兼ねていてもよい。
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【０１６７】
　バックライト２６の構成については特に制限はない。導光板方式及び直下型方式のいず
れを用いてもよい。導光板方式のバックライト部は、光源及び導光板を備え、直下型方式
のバックライト部は、光源及び拡散板を備える。使用される光源についても特に制限はな
く、電球、発光ダイオード（ＬＥＤ）、エレクトロルミネッセンスパネル（ＥＬＰ）、１
本又は複数の冷陰極管（ＣＣＦＬ）及び熱陰極蛍光灯（ＨＣＦＬ）等いずれも用いること
ができる。
　また、バックライト２６には、光の利用効率を上げるために反射板、輝度向上膜等の部
材を用いることができる。さらに、液晶表示装置の形成に際しては、上述の部材以外に例
えば、拡散板、保護板、プリズムアレイ、レンズアレイシート、光拡散板等の部品を適宜
１層又は２層以上配置することができる。
　本発明の液晶表示装置の液晶セルがＩＰＳモード又はＦＦＳモードである場合、フロン
ト側偏光板の偏光子の両面に積層されている２枚の偏光板保護フィルム、及びリア側偏光
板偏光板の偏光子の両面に積層されている２枚の偏光板保護フィルムいずれもが、（メタ
）アクリル系樹脂フィルムであることが好ましい。
【０１６８】
（ＶＡモード）
　本発明の液晶表示装置の液晶セルはＶＡモードであることが好ましい。
　ＶＡモードでは上下基板間に誘電異方性が負で、Δｎ＝０．０８１３、Δε＝－４．６
程度の液晶をラビング配向により、液晶分子の配向方向を示すダイレクタ、いわゆるチル
ト角を、約８９°で作製する。
　図２は、本発明の液晶表示装置の例を示す概略図である。図２における液晶層３７の厚
さｄは３．５μｍ程度に設定してあることが好ましい。
　液晶セルのフロント側偏光板３１の吸収軸３２とリア側偏光板４２の吸収軸４３は略直
交に積層する。なお、これらの偏光板は、偏光子の両面に偏光板保護フィルムが液晶セル
上電極基板３５および液晶セル下電極基板３８のそれぞれの配向膜の内側には透明電極（
図示せず）が形成されるが、電極に駆動電圧を印加しない非駆動状態では、液晶層３７中
の液晶分子は、基板面に対して概略垂直に配向し、その結果液晶パネルを通過する光の偏
光状態はほとんど変化しない。すなわち、液晶表示装置では、非駆動状態において理想的
な黒表示を実現する。これに対し、駆動状態では、液晶分子は基板面に平行な方向に傾斜
し、液晶パネルを通過する光はかかる傾斜した液晶分子により偏光状態を変化させる。換
言すると、液晶表示装置では、駆動状態において白表示が得られる。
【０１６９】
　ここでは上下基板間に電界が印加されるため、電界方向に垂直に液晶分子が応答するよ
うな、誘電率異方性が負の液晶材料を使用することが好ましい。また電極を一方の基板に
配置し、電界が基板面に平行の横方向に印加される場合は、液晶材料は正の誘電率異方性
を有するものを使用する。
　またＶＡモードの液晶表示装置では、ＴＮモードの液晶表示装置で一般的に使われてい
るカイラル剤の添加は、動的応答特性の劣化させるため用いることは少ないが、配向不良
を低減するために添加されることもある。
【０１７０】
　ＶＡモードの特徴は、高速応答であることと、コントラストが高いことである。しかし
、コントラストは正面では高いが、斜め方向では劣化する課題がある。黒表示時に液晶分
子は基板面に垂直に配向している。正面から観察すると、液晶分子の複屈折はほとんどな
いため透過率は低く、高コントラストが得られる。しかし、斜めから観察した場合は液晶
分子に複屈折が生じる。さらに上下の偏光板吸収軸の交差角が、正面では９０°の直交で
あるが、斜めから見た場合は９０°より大きくなる。この２つの要因のために斜め方向で
は漏れ光が生じ、コントラストが低下する。偏光板保護フィルムが位相差フィルムである
場合、この問題を解決するために、光学補償フィルム（位相差フィルム）として、前記偏
光板保護フィルムを配置することができる。この場合、フロント側偏光板３１とリア側偏
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光板４２における液晶セル側の偏光板保護フィルムのうち少なくとも一方が光学補償フィ
ルムであることが好ましい。
【０１７１】
　また白表示時には液晶分子が傾斜しているが、傾斜方向とその逆方向では、斜めから観
察した時の液晶分子の複屈折の大きさが異なり、輝度や色調に差が生じる。これを解決す
るためには、液晶表示装置の一画素を複数の領域に分割するマルチドメインと呼ばれる構
造にすることも好ましい。
【０１７２】
（マルチドメイン）
　例えば、ＶＡ方式では液晶分子が電界印加により、一つの画素内で異なる複数の領域に
傾斜することで視角特性が平均化される。一画素内で配向を分割するには、電極にスリッ
トを設けたり、突起を設け、電界方向を変えたり電界密度に偏りを持たせる。全方向で均
等な視野角を得るにはこの分割数を多くすればよいが、４分割、あるいは８分割以上する
ことでほぼ均等な視野角が得られる。特に８分割時は偏光板吸収軸を任意の角度に設定で
きるので好ましい。
【０１７３】
　また配向分割の領域境界では、液晶分子が応答しづらい。そのためノーマリーブラック
表示では黒表示が維持されるため、輝度低下が問題となる。そこで液晶材料にカイラル剤
を添加して境界領域を小さくすることが可能である。
【実施例】
【０１７４】
　以下に実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。以下の実施例に示す材料、試
薬、物質量とその割合、操作等は本発明の趣旨から逸脱しない限り適宜変更することがで
きる。従って、本発明の範囲は以下の具体例に制限されるものではない。
【０１７５】
〔偏光板保護フィルムの作製１〕
［参考例１０１］
（セルロースアシレート溶液１の調製）
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、攪拌して各成分を溶解し、セルロースアシ
レート溶液１を調製した。
―――――――――――――――――――――――――――――――――――
セルロースアシレート溶液１の組成
―――――――――――――――――――――――――――――――――――
　アセチル置換度２．４０、重合度４００のセルロースアセテート
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００．０質量部
　メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　　　　　　４０２．０質量部
　メタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　６０．０質量部
―――――――――――――――――――――――――――――――――――
【０１７６】
（マット剤溶液２の調製）
　下記の組成物を分散機に投入し、攪拌して各成分を溶解し、マット剤溶液２を調製した
。
―――――――――――――――――――――――――――――――――――
マット剤溶液２の組成
―――――――――――――――――――――――――――――――――――
　平均粒子サイズ２０ｎｍのシリカ粒子（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２、
　日本アエロジル（株）製）　　　　　　　　　　　　　　　２．０質量部
　メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　　　　　　　７５．０質量部
　メタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　１２．７質量部
　前記セルロースアシレート溶液１　　　　　　　　　　　１０．３質量部
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―――――――――――――――――――――――――――――――――――
【０１７７】
　上記マット剤溶液２の１．３質量部とセルロースアシレート溶液１を９８．７質量部加
えて、インラインミキサーを用いて混合した。混合した溶液を、バンド流延機を用いて流
延し、８０℃で残留溶媒含量３０質量％まで乾燥した後、フィルムを剥ぎ取った。剥ぎ取
ったフィルムは、テンター延伸装置を用いて１４５℃の雰囲気下に搬送方向と垂直な方向
に３０％の倍率で延伸した。延伸後のフィルムをさらに１４０℃の雰囲気温度で２０分乾
燥させ、参考例１０１の偏光板保護フィルムを製造した。製造された参考例１０１の偏光
板保護フィルムの膜厚は５０μｍであり、搬送方向と垂直な方向が遅相軸となった。
【０１７８】
［参考例１０２の偏光板保護フィルム］
　下記（１）～（４）のように、ドラム製膜機にてソルベントキャスト法により、参考例
１０２の厚さ６０μｍのセルローストリアセテートフィルムを作成した。
（１）中間層用ドープ１の調製
　下記組成の中間層用ドープ１を調製した。
――――――――――――――――――――――――――――――――――――
ドープ１の組成
――――――――――――――――――――――――――――――――――――
・セルロースアセテート　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
　（アセチル化度２．８６、数平均分子量８８０００）
・メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　　　　　　　　３２０質量部
・メタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　　　８３質量部
・１－ブタノール（第３溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　　３質量部
・トリフェニルフォスフェート　　　　　　　　　　　　　　７．６質量部
・ビフェニルジフェニルフォスフェート　　　　　　　　　　３．８質量部
――――――――――――――――――――――――――――――――――――
【０１７９】
　具体的には、以下の方法で調製した。
　攪拌羽根を有する４０００Ｌのステンレス性溶解タンクに、上記混合溶媒をよく攪拌・
分散しつつ、セルロースアセテート粉体（フレーク）、トリフェニルフォスフェート及び
ビフェニルジフェニルフォスフェートを徐々に添加し、全体が２０００ｋｇになるように
調製した。なお、溶媒は、すべてその含水率が０．５質量％以下のものを使用した。まず
、セルロースアセテートの粉末は、分散タンクに粉体を投入して、攪拌剪断速度を最初は
５ｍ／ｓｅｃ（剪断応力５×１０４ｋｇｆ／ｍ／ｓｅｃ２）の周速で攪拌するディゾルバ
ータイプの偏芯攪拌軸および、中心軸にアンカー翼を有して周速１ｍ／ｓｅｃ（剪断応力
１×１０４ｋｇｆ／ｍ／ｓｅｃ２）で攪拌する条件下で３０分間分散した。分散の開始温
度は２５℃であり、最終到達温度は４８℃となった。分散終了後、高速攪拌は停止し、ア
ンカー翼の周速を０．５ｍ／ｓｅｃとしてさらに１００分間攪拌し、セルロースアセテー
トフレークを膨潤させた。膨潤終了までは窒素ガスでタンク内を０．１２ＭＰａになるよ
うに加圧した。この際のタンク内の酸素濃度は２ｖｏｌ％未満であり防爆上で問題のない
状態を保った。またドープ中の水分量は０．５質量％以下であることを確認し、具体的に
は０．３質量％であった。
【０１８０】
　膨潤した溶液をタンクからジャケット付配管で５０℃まで加熱し、更に２ＭＰａの加圧
化で９０℃まで加熱し、完全溶解した。加熱時間は１５分であった。
　次に３６℃まで温度を下げ、公称孔径８μｍの濾材を通過させドープを得た。この際、
濾過１次圧は１．５ＭＰａ、２次圧は１．２ＭＰａとした。高温にさらされるフィルター
、ハウジング、及び配管はハステロイ合金製で耐食性の優れたものを利用し保温加熱用の
熱媒を流通させるジャケットを有する物を使用した。
【０１８１】
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　このようにして得られた濃縮前ドープを８０℃で常圧のタンク内でフラッシュさせて、
蒸発した溶剤を凝縮器で回収分離した。フラッシュ後のドープの固形分濃度は、２１．８
質量％となった。なお、凝縮された溶剤は調製工程の溶剤として再利用すべく回収工程に
回された（回収は蒸留工程と脱水工程などにより実施されるものである）。フラッシュタ
ンクには中心軸にアンカー翼を有するものを用いて、周速０．５ｍ／ｓｅｃで攪拌して脱
泡を行った。タンク内のドープの温度は２５℃であり、タンク内の平均滞留時間は５０分
であった。このドープを採集して２５℃で測定した剪断粘度は剪断速度１０（ｓｅｃ－１

）で４５０（Ｐａ・ｓ）であった。
【０１８２】
　次に、このドープに弱い超音波照射することで泡抜きを行った。その後、１．５ＭＰａ
に加圧した状態で、最初に公称孔径１０μｍの焼結繊維金属フィルターを通過させ、つい
で同じく１０μｍの焼結繊維フィルターを通過させた。それぞれの一次圧は、１．５、１
．２ＭＰａであり、二次圧は１．０、０．８ＭＰａであった。濾過後のドープ温度は、３
６℃に調整して２０００Ｌのステンレス製のストックタンク内に貯蔵した。ストックタン
クは中心軸にアンカー翼を有するものを用いて、周速０．３ｍ／ｓｅｃで常時攪拌するこ
とで、中間層用ドープ１を得た。なお、濃縮前ドープからドープを調製する際に、ドープ
接液部には、腐食などの問題は全く生じなかった。
【０１８３】
　続いてストックタンク内のドープ１を１次増圧用のギアポンプで高精度ギアポンプの１
次側圧力が０．８ＭＰａになるようにインバーターモーターによりフィードバック制御を
行い送液した。高精度ギアポンプは容積効率９９．２％、吐出量の変動率０．５％以下の
性能であった。また、吐出圧力は１．５ＭＰａであった。
【０１８４】
（２）支持体層用ドープ２の調製
　マット剤（二酸化ケイ素（粒径２０ｎｍ））と剥離促進剤（クエン酸エチルエステル（
クエン酸、モノエチルエステル、ジエチルエステル、トリエチルエステル混合物））と前
記中間層用ドープ１を、静止型混合器を介して混合させて支持体層用ドープ２を調製した
。添加量は、全固形分濃度が２０．５質量％，マット剤濃度が０．０５質量％，剥離促進
剤濃度が０．０３質量％となるように行った。
【０１８５】
（３）エアー層用ドープ３の調製
　マット剤（二酸化ケイ素（粒径２０ｎｍ））を静止型混合器を介して前記中間層用ドー
プ１に混合させて、エアー層用ドープ３を調製した。添加量は、全固形分濃度が２０．５
質量％，マット剤濃度が０．１質量％となるように行った。
【０１８６】
（４）共流延による製膜
　流延ダイとして、共流延用に調整したフィードブロックを装備して、主流のほかに両面
にそれぞれ積層して３層構造のフィルムを成形できるようにした装置を用いた。以下の説
明において、主流から形成される層を中間層と称し、支持体面側の層を支持体層と称し、
反対側の面をエアー層と称する。なお、ドープの送液流路は、中間層用、支持体層用、エ
アー層用の３流路を用いた。
【０１８７】
　上記中間層用ドープ、支持体層用ドープ２、及びエアー層用ドープ３を流延口から－５
℃に冷却したドラム上に共流延した。このとき、厚みの比がエアー層／中間層／支持体層
＝４／７３／３となるように各ドープの流量を調整した。流延したドープ膜をドラム上で
３４℃の乾燥風を２００ｍ３／分で当てることにより乾燥させ、残留溶剤が１５０％の状
態でドラムより剥離した。剥離の際、搬送方向（長手方向）に８％の延伸を行った。その
後、フィルムの幅方向（流延方向に対して直交する方向）の両端をピンテンター（特開平
４－１００９号公報の図３に記載のピンテンター）で把持しながら、幅手方向に１０％の
延伸処理を行った。さらに、熱処理装置のロール間を搬送することによりさらに乾燥し、
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セルローストリアセテートフィルムを製造した。作製したセルローストリアセテートフィ
ルムの残留溶剤量は０．２％であり、厚みは６０μｍであった。
【０１８８】
　作成したセルローストリアセテートフィルムの流延方向（ＭＤ方向（搬送方向））の湿
度寸法変化率は０．３５％であった。搬送方向と平行な方向が遅相軸となった。
【０１８９】
［実施例３０１、３１３、３１６、３２５、３２７、６０１、６１１、６１４、６２３及
び６２５の偏光板ないし液晶表示装置に使用する参考例３０１の偏光板保護フィルム］
　参考例１０２の偏光板保護フィルムの作成において、特開２０１０－１３４４３９号公
報に記載の方法に従い、前記セルローストリアセテートフィルムに水蒸気接触処理及び熱
処理を行い、ＭＤ方向の湿度寸法変化率を低減し、厚さ６０μｍのセルローストリアセテ
ートフィルムを作成した。
　具体的には、湿潤気体接触室にて、前記セルローストリアセテートフィルムに水蒸気接
触処理を１分間施した。湿潤気体接触室内の湿潤気体の絶対湿度は４９０ｇ／ｃｍ３であ
り、相対湿度は７９％ＲＨであった。また、湿潤気体の露点は、前記セルローストリアセ
テートフィルムの温度よりも１０℃以上高い温度となるように調節した。湿潤気体接触室
内において、前記セルローストリアセテートフィルムの温度は１０２℃であった。水蒸気
接触処理済みの前記セルローストリアセテートフィルムに熱処理を２分間施した。熱処理
中の前記セルローストリアセテートフィルムの温度は１３０℃であった。
　作成した参考例３０１の偏光板保護フィルムとしてのセルローストリアセテートフィル
ムのＭＤ方向（流延方向）の湿度寸法変化率は０．２５％であった。
［実施例３１１、３１４、３１７、６０９、６１２及び６１５の偏光板ないし液晶表示装
置に使用する参考例３５７の偏光板保護フィルム］
　上記参考例３０１の偏光板保護フィルムの作成において、水蒸気接触処理及び熱処理を
条件を適宜変更して行い、ＭＤ方向の湿度寸法変化率を低減し、参考例３５７の偏光板保
護フィルムとして、ＭＤ方向（流延方向）の湿度寸法変化率０．１５％、厚さ６０μｍの
セルローストリアセテートフィルムを作成した。
【０１９０】
［実施例３０２、３１８、３２１、６０２、６１６及び６１９の偏光板ないし液晶表示装
置に使用する参考例３０２の偏光板保護フィルム、並びに
　実施例３０３、６０３の偏光板ないし液晶表示装置に使用する参考例３０３の偏光板保
護フィルム］
　参考例１０２の偏光板保護フィルムの作成において、流延量を調整し、参考例３０２の
偏光板保護フィルムとしては厚さ２５μｍのセルローストリアセテートフィルムを、参考
例３０３の偏光板保護フィルムとしては厚さ３５μｍのセルローストリアセテートフィル
ムを、それぞれ、作成した。作成したセルローストリアセテートフィルムのＭＤ方向（流
延方向）の湿度寸法変化率はいずれも０．３５％であった。
［実施例３１９、３２２、６１７、及び６２０の偏光板ないし液晶表示装置に使用する参
考例３５９の偏光板保護フィルム、並びに
　実施例３２０、３２３、６１８及び６２１の偏光板ないし液晶表示装置に使用する参考
例３６０の偏光板保護フィルム］
　上記参考例３０２の偏光板保護フィルムの作成において、水蒸気接触処理及び熱処理の
条件を適宜変更して行い、ＭＤ方向の湿度寸法変化率を低減し、参考例３５９の偏光板保
護フィルムとして、ＭＤ方向（流延方向）の湿度寸法変化率０．２５％、厚さ２５μｍの
セルローストリアセテートフィルムを作成した。
　同様に、上記参考例３０２の偏光板保護フィルムの作成において、水蒸気接触処理及び
熱処理の条件を適宜変更して行い、ＭＤ方向の湿度寸法変化率を低減し、参考例３６０の
偏光板保護フィルムとして、ＭＤ方向（流延方向）の湿度寸法変化率０．１５％、厚さ２
５μｍのセルローストリアセテートフィルムを作成した。
【０１９１】
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［実施例３０６の偏光板ないし液晶表示装置に使用する参考例３５１の偏光板保護フィル
ム］
　参考例１０１の偏光板保護フィルムの作成において、上記と同様に、特開２０１０－１
３４４３９号公報に記載の方法に従い、セルロースアシレートフィルムに水蒸気接触処理
及び熱処理を行い、ＭＤ方向の湿度寸法変化率を低減し、厚さ５０μｍのセルロースアシ
レートフィルムを作成した。
　作成したセルロースアシレートフィルムのＭＤ方向（流延方向）の湿度寸法変化率は０
．２５％であった。
【０１９２】
［実施例３０７の偏光板ないし液晶表示装置に使用する参考例３５２の偏光板保護フィル
ム］
　参考例１０１の偏光板保護フィルムの作成において、流延量を調整し、厚さ３５μｍの
セルロースアシレートフィルムを作成した。作成したセルロースアシレートフィルムのＭ
Ｄ方向の湿度寸法変化率は０．３５％であった。
［実施例３０８、３１２～３１４、３１８～３２０、３２４及び３２６の偏光板ないし液
晶表示装置に使用する参考例３５３の偏光板保護フィルム］
　参考例１０１の偏光板保護フィルムの作成において、流延量を調整し、厚さ２５μｍの
セルロースアシレートフィルムを作成した。作成したセルロースアシレートフィルムのＭ
Ｄ方向の湿度寸法変化率は０．３５％であった。
［実施例３１５～３１７及び３２１～３２３の偏光板ないし液晶表示装置に使用する参考
例３５６の偏光板保護フィルム］
　参考例１０１の偏光板保護フィルムの作成において、流延量を調整し、厚さ１５μｍの
セルロースアシレートフィルムを作成した。作成したセルロースアシレートフィルムのＭ
Ｄ方向の湿度寸法変化率は０．３５％であった。
【０１９３】
［実施例３０９の偏光板ないし液晶表示装置に使用する参考例３５４の偏光板保護フィル
ム］
　市販のセルロースアシレート系フィルム、商品名「フジタック　ＴＤ８０ＵＬ」（富士
フイルム社製）を準備し、参考例３５４の偏光板保護フィルムとして利用した。このフィ
ルムの厚みは、８０μｍであった。ＭＤ方向の湿度寸法変化率は０．３４％であった。
［実施例３０５、３１０及び６０５の偏光板ないし液晶表示装置に使用する参考例３５５
の偏光板保護フィルム］
　市販のノルボルネン系ポリマーフィルム「ＺＥＯＮＯＲ　ＺＦ１４－０６０」（（株）
オプテス製）の表面に、ソリッドステートコロナ処理機６ＫＶＡ（ピラー（株）製）によ
りコロナ放電処理を行った。このフィルムを参考例３５５の偏光板保護フィルムとして使
用した。このフィルムの厚みは、６０μｍであった。ＭＤ方向の湿度寸法変化率は０．０
５％であった。
【０１９４】
　［湿度寸法変化率の測定］
　ＭＤ方向湿度寸法変化率は以下のように測定した。
　長さ１２ｃｍ（測定方向）、幅３ｃｍの試料を用意し、該試料に１０ｃｍの間隔でピン
孔を空け、２５℃、相対湿度６０％にて２４時間調湿後、ピン孔の間隔をピンゲージで測
長する（測定値をＬ０とする）。次いで試料を２５℃相対湿度１０％環境に２４時間放置
し、ピン孔の間隔をピンゲージで測長する（測定値をＬ１とする）。さらに試料を２５℃
相対湿度８０％環境に２４時間放置し、ピン孔の間隔をピンゲージで測長する（測定値を
Ｌ２とする）。これらの測定値を用いて下記式により湿度寸法変化率を算出した。
湿度寸法変化率（％）＝（Ｌ２－Ｌ１）／Ｌ０×１００
【０１９５】
〔偏光板保護フィルムの鹸化処理〕
　作製した各参考例の偏光板保護フィルムを、２．３ｍｏｌ／Ｌの水酸化ナトリウム水溶
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液に、５５℃で３分間浸漬した。室温の水洗浴槽中で洗浄し、３０℃で０．０５ｍｏｌ／
Ｌの硫酸を用いて中和した。再度、室温の水洗浴槽中で洗浄し、さらに１００℃の温風で
乾燥した。このようにして、各参考例の偏光板保護フィルムについて表面の鹸化処理を行
った。
【０１９６】
〔実施例１０１の偏光板に使用する偏光子の作製〕
　５００Ｌのタンクに１８℃の水２００ｋｇを入れ、攪拌しながら、重量平均分子量１６
５０００、ケン化度９９．８モル％のポリビニルアルコール系樹脂４２ｋｇを加え、１５
分間攪拌した。得られたスラリーを脱水し、含水率４０質量％のポリビニルアルコール系
樹脂ウェットケーキを得た。
【０１９７】
　得られたポリビニルアルコール系樹脂ウェットケーキ７０ｋｇ（樹脂分４２ｋｇ）を溶
解槽に入れ、可塑剤としてグリセリン４．２ｋｇ、水１０ｋｇを加え、槽底から水蒸気を
吹き込んだ。内部樹脂温度が５０℃になった時点で攪拌（回転数：５ｒｐｍ）を行い、内
部樹脂温度が１００℃になった時点で系内を加圧し、１５０℃まで昇温した後、水蒸気の
吹き込みを停止した（水蒸気の吹き込み量は計７５ｋｇ）。３０分間攪拌（回転数：２０
ｒｐｍ）を行い均一に溶解した後、濃度調整により水に対するポリビニルアルコール系樹
脂濃度２３質量％のポリビニルアルコール系樹脂水溶液を得た。
【０１９８】
　次にポリビニルアルコール系樹脂水溶液（液温１４７℃）をギアポンプ１より２軸押し
出し機に供給し、脱泡した後、ギアポンプ２により排出した。排出されたポリビニルアル
コール系樹脂水溶液を、Ｔ型スリットダイ（ストレートマニホールダイ）よりキャストド
ラムに流延して製膜した。流延製膜の条件は以下の通りである。
【０１９９】
キャストドラム直径（Ｒ１）：３２００ｍｍ、
キャストドラム幅４．３ｍ、
キャストドラム回転速度：８ｍ／分、
キャストドラム表面温度：９０℃、
Ｔ型スリットダイ出口の樹脂温度：９５℃
　得られた膜の表面と裏面とを下記の条件にて複数の乾燥ロールを交互に通過させながら
乾燥を行った。
【０２００】
乾燥ロール直径（Ｒ２）：３２０ｍｍ、
乾燥ロール幅：４．３ｍ、
乾燥ロール本数（ｎ）：１０本、
乾燥ロール回転速度：８ｍ／分、
乾燥ロール表面速度：５０℃
【０２０１】
　上記で作製したポリビニルアルコールフィルム（長さ４０００ｍ、幅４ｍ、厚み５０μ
ｍ）を４０℃の温水に２分間浸漬し、膨潤処理した後、搬送方向（ＭＤ方向）に１．３０
倍に延伸した。得られたフィルムを、ホウ酸（Ｓｏｃｉｅｔａ　Ｃｈｉｍｉｃａ　Ｌａｒ
ｄｅｒｅｌｌｏ　ｓ．ｐ．ａ社製）２８．６ｇ／Ｌ、ヨウ素（純正化学社製）０．２５ｇ
／Ｌ、ヨウ化カリウム（純正化学社製）１．０ｇ／Ｌを含有した水溶液中で３０℃、２分
浸漬してヨウ素およびヨウ化物による染色処理をおこなった。染色処理して得られたフィ
ルムを搬送方向（ＭＤ方向）に延伸倍率５．０倍で一軸延伸しながらホウ酸３０．０ｇ／
Ｌ含有した５０℃の水溶液中で５分間処理を行った。得られたフィルムを７０℃で９分間
乾燥処理を行った。
【０２０２】
〔偏光板の作製〕
　鹸化処理した上記にて製造した参考例１０１の偏光板保護フィルムを、インナー（液晶
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セルに近い側）保護フィルム１用として、ポリビニルアルコール接着剤を用いて、上記に
て製造した実施例１０１の偏光板に使用する偏光子の片側に貼り付けた。一方、参考例１
０２の偏光板保護フィルムに同様の鹸化処理を行い、ポリビニルアルコール接着剤を用い
て、製造した参考例１０１の保護フィルムを貼り付けてある側とは反対側の偏光子の面に
、アウター（液晶セルから遠い側）保護フィルム２用として、貼り付けた。
　この際、作成した実施例１０１の偏光板に使用する偏光子の吸収軸と作成した参考例１
０１の偏光板保護フィルムのＭＤ方向とが平行になるように配置した。また、偏光子の吸
収軸と参考例１０２の偏光板保護フィルムのＭＤ方向とは、平行になるように配置した。
　このようにして実施例１０１の偏光板を作製した。
【０２０３】
〔実施例１０２～１０６、３０１～３２７、比較例２０１～２０３の偏光板に使用する偏
光子の作製〕
　実施例１０１の偏光板に使用する偏光子の作成において、ポリビニルアルコールフィル
ム厚み、延伸倍率、ホウ酸水溶液処理時間、偏光子膜厚を下記表１に記載したとおりに変
更した以外は同様にして、実施例１０２～１０６、３０１～３２７、比較例２０１～２０
３の偏光板に使用する偏光子を製造した。
【０２０４】
〔実施例１０２～１０６、３０１～３２７、比較例２０１～２０３の偏光板の作製〕
　実施例１０２～１０６、３０１～３２７、比較例２０１～２０３の偏光板の作製につい
ては、実施例１０１の偏光板に使用した偏光子、インナー保護フィルム１、及びアウター
保護フィルム２を、それぞれ、下記表１のように変更する以外は実施例１０１の偏光板の
作製と同様にして実施例１０２～１０６、３０１～３２７、比較例２０１～２０３の偏光
板を作製した。
【０２０５】
［４０℃相対湿度９５％で２４時間放置した後、２５℃相対湿度１０％で４８時間放置し
た後の偏光子の収縮力の測定］
　本発明における偏光子の４０℃相対湿度９５％で２４時間放置した後、２５℃相対湿度
１０％で４８時間放置した後の収縮力は、以下の方法で算出した。
　偏光板、及び偏光板両側に貼り合わされているフィルム（フィルム１、フィルム２）と
同種のフィルムを、４０℃相対湿度９５％で２４時間放置した後、２５℃相対湿度１０％
で４８時間放置した直後に２５℃相対湿度１０％環境下でのＭＤ方向の弾性率と寸法変化
率を測定した。
　フィルム１、フィルム２及び偏光板のＭＤ方向の弾性率は、長手方向（ＭＤ方向）の長
さが２００ｍｍ、幅が１０ｍｍの試料を用意し、東洋精機製のストログラフＶ１０－Ｃを
用い、長手方向のチャック間隔が１０ｃｍとなるように設置し、
　延伸速度１０ｍｍ／分でチャック間隔が広がるように加重を加えて、その時の力を測定
した。予めマイクロメーターで測定していた偏光板の厚み、力、伸び量から弾性率を算出
した。
　また、フィルム１、フィルム２及び偏光板の寸法変化率は以下のように測定した。長さ
１２ｃｍ（測定方向）、幅３ｃｍの試料を用意し、該試料に１０ｃｍの間隔でピン孔を空
け、２５℃、相対湿度６０％にて２４時間調湿後、ピン孔の間隔をピンゲージで測長した
（測定値をＬ０とする）。次いで試料を４０℃相対湿度９５％で２４時間放置した後、２
５℃相対湿度１０％で４８時間放置した直後、ピン孔の間隔をピンゲージで測長した（測
定値をＬ１とする）。これらの測定値を用いて下記式により寸法変化率を算出した。
寸法変化率［％］＝｛（Ｌ０［ｃｍ］－Ｌ１［ｃｍ］）／Ｌ０［ｃｍ］｝×１００

　次いで、下記式から偏光子の吸収軸方向の弾性率と収縮率（寸法変化率）を算出した。

偏光子弾性率（ＧＰａ）＝（偏光板のＭＤ方向の弾性率×偏光板厚み－フィルム１のＭＤ
方向の弾性率×フィルム１厚み－フィルム２のＭＤ方向の弾性率×フィルム２厚み）／偏
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偏光子寸法変化率（％）＝（フィルム１のＭＤ方向の弾性率×フィルム１厚み×（偏光板
のＭＤ方向の寸法変化率－フィルム１のＭＤ方向の寸法変化率）＋フィルム２のＭＤ方向
の弾性率×フィルム２厚み×（偏光板のＭＤ方向の寸法変化率－フィルム２のＭＤ方向の
寸法変化率））／偏光子弾性率（ＧＰａ）／偏光子厚み＋偏光板のＭＤ方向の寸法変化率

　上記式から算出した偏光子弾性率（ＧＰａ）と偏光子寸法変化率（％）から下記式に従
い偏光子収縮力（Ｎ／ｍ）を算出した。

偏光子収縮力（Ｎ／ｍ）＝偏光子弾性率（ＧＰａ）×｜偏光子寸法変化率（％）｜×偏光
子厚み（μｍ）×１０
【０２０６】
〔液晶表示装置の作製〕
　市販のＶＡ型液晶テレビ（Ｓｋｙｗｏｒｔｈ製３９Ｅ６１ＨＲ）の２枚の偏光板をはが
し、フロント側に本発明の偏光板として、実施例１０１の偏光板を、リア側に実施例１０
１の偏光板を、参考例１０１の偏光板保護フィルムがそれぞれ液晶セル側となるように（
インナー保護フィルム１になるように）、粘着剤を介して、フロント側およびリア側に一
枚ずつ貼り付けた。フロント側の偏光板の透過軸が上下方向に、そして、リア側の偏光板
の透過軸が左右方向になるように、クロスニコル配置とした。液晶セルに使用されている
ガラスの厚さは０．５ｍｍであった。
　このようにして、実施例１０１の液晶表示装置を得た。
　実施例１０１の液晶表示装置の作製において、フロント側に使用した実施例１０１の偏
光板を、実施例１０２～１０６、３０１～３２７、比較例２０１～２０３の偏光板に、そ
れぞれ、変更した以外は同様にして、実施例１０２～１０６、３０１～３２７、比較例２
０１～２０３の液晶表示装置を製造した。
［光漏れ評価］
（画面平均輝度）
　このようにして作製した実施例及び比較例の液晶表示装置を、４０℃相対湿度９５％の
環境に２４時間放置した後、２５℃相対湿度６０％環境にて５時間連続点灯した。連続点
灯後に全面黒表示の状態にし、輝度計測用カメラ「ＰｒｏＭｅｔｒｉｃ」（Ｒａｄｉａｎ
ｔ　Ｉｍａｇｉｎｇ社製）で画面正面から黒表示画面を撮影し、全画面の平均輝度を算出
した。
（コーナー部光漏れ）
　コーナー部光漏れについて画面四隅に生じる光漏れのレベルを目視で７段階評価した。
数値が大きいほど光漏れが大きい。
　また、表中の数値の肩書きの「良い」は同点数内でやや良いと感じるものを表し、数値
の肩書きの「悪い」は同点数内でやや悪いと感じるものを表す。
（中央部黒締まり）
　中央部黒締りは、上記コーナー部光漏れのない画面中央部の黒締りのレベルを目視で３
段階評価した。数値が大きいほど黒締りが悪い。
　また、表中の数値の肩書きの「良い」は同点数内でやや良いと感じるものを表し、数値
の肩書きの「悪い」は同点数内でやや悪いと感じるものを表す。
【０２０７】
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【表１】

【０２０８】
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　上記表１中、実施例１０１～１０６及び比較例２０１～２０３の液晶表示装置は、イン
ナー保護フィルム１及びアウター保護フィルム２は一定とし、偏光子の作成において、ポ
リビニルアルコールフィルム厚み、延伸倍率、ホウ酸水溶液処理時間、偏光子膜厚等を変
更することにより偏光子の収縮力を変更した液晶表示装置である。
　実施例３０１～３０５は、インナー保護フィルム１及び偏光子は一定とし、アウター保
護フィルム２の膜厚（実施例３０２～３０４）、湿度寸法変化率（実施例３０１、３０５
）、材料（実施例３０４、３０５）等を変更した液晶表示装置である。
　実施例３０６～３１０は、アウター保護フィルム２及び偏光子は一定とし、インナー保
護フィルム１の膜厚（実施例３０７～３１０）、湿度寸法変化率（実施例３０６、３１０
）、材料（実施例３０９、３１０）等を変更した液晶表示装置である。
　実施例３１１～３２３は、偏光子は一定とし、各種膜厚のインナー保護フィルム１に対
して、アウター保護フィルム２の膜厚、湿度寸法変化率等を変更した液晶表示装置である
。
　実施例３２４～３２７は、偏光子の収縮力を４０００又は５０４Ｎ／ｍとし、各種膜厚
のインナー保護フィルム１に対して、アウター保護フィルム２の湿度寸法変化率を変更し
た液晶表示装置である。
　表１に示した結果から明らかなように、偏光子の収縮力４０００Ｎ／ｍを超える比較例
２０１、２０３は初期画面平均輝度０．０８ｃｄ／ｍ２（表１中に示さず）であり、高湿
環境下で画面平均輝度が、それぞれ、０．２６ｃｄ／ｍ２、０．２５ｃｄ／ｍ２に増加し
、光漏れ、特にコーナー部光漏れが生じていることがわかる。
　また、偏光子の収縮力４００Ｎ／ｍ未満の比較例２０２は初期画面平均輝度０．２４ｃ
ｄ／ｍ２（表１中に示さず）であり、高湿環境下でも画面平均輝度が０．２４ｃｄ／ｍ２

であり、光漏れが生じていることがわかり、また、中央部黒締まりが悪いことがわかる。
　一方、実施例１０１～１０６、３０１～３２７はいずれも高湿環境下での画面平均輝度
が小さく、光漏れ、特にコーナー部光漏れが低減していることがわかり、また、中央部黒
締まりも良いことがわかる。
　また、実施例１０１～１０６、３０１～３２７の偏光板をＩＰＳ型液晶テレビに使用し
た場合においても同様に、高湿環境下での画面平均輝度が小さく、光漏れ、特にコーナー
部光漏れが低減し、中央部黒締まりも良い結果が得られた。
【０２０９】
〔偏光板保護フィルムの作製２〕
［参考例４０１］
　［下記一般式（１）で表されるラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂｛共重
合モノマー質量比＝メタクリル酸メチル／２－（ヒドロキシメチル）アクリル酸メチル＝
８／２、ラクトン環化率約１００％、ラクトン環構造の含有割合１９．４％、重量平均分
子量１３３０００、メルトフローレート６．５ｇ／１０分（２４０℃、１０ｋｇｆ）、Ｔ
ｇ１３１℃｝９０質量部と、アクリロニトリル－スチレン（ＡＳ）樹脂｛トーヨーＡＳ 
ＡＳ２０、東洋スチレン社製｝１０質量部との混合物；Ｔｇ１２７℃］のペレットを二軸
押し出し機に供給し、約２８０℃でシート状に溶融押し出しして、厚さ８０μｍのラクト
ン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂シートを得た。この未延伸シートを、１６０℃
の温度条件下、縦１．５倍、横１．８倍に延伸して（メタ）アクリル系樹脂フィルム－１
（厚さ：４０μｍ、面内位相差Δｎｄ：０．８ｎｍ、厚み方向位相差Ｒｔｈ：１．５ｎｍ
）を得た。作成した（メタ）アクリル系樹脂フィルム－１のＭＤ方向の湿度寸法変化率は
０．３５％であった。
【０２１０】
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【化１】

【０２１１】
　上記（１）中、Ｒ１は水素原子であり、Ｒ２及びＲ３はメチル基である。
［実施例６０６の偏光板ないし液晶表示装置に使用する参考例６０１の偏光板保護フィル
ム］
　参考例４０１の作成において、延伸条件を調整し、（メタ）アクリル系樹脂フィルム－
２を作成した。作成した（メタ）アクリル系樹脂フィルム－２のＭＤ方向の湿度寸法変化
率は０．２５％であった。
［実施例６０７、６１０～６１２、６１６～６１８、６２２及び６２４の偏光板ないし液
晶表示装置に使用する参考例６０２の偏光板保護フィルム］
　参考例４０１の作成において、溶融押し出し条件及び延伸条件を調整し、厚さ２５μｍ
の（メタ）アクリル系樹脂フィルム－３を作成した。作成した（メタ）アクリル系樹脂フ
ィルム－３のＭＤ方向の湿度寸法変化率は０．３５％であった。
［実施例６１３～６１５及び６１９～６２１の偏光板ないし液晶表示装置に使用する参考
例６０３の偏光板保護フィルム］
　参考例４０１の作成において、溶融押し出し条件及び延伸条件を調整し、厚さ１５μｍ
の（メタ）アクリル系樹脂フィルム－４を作成した。作成した（メタ）アクリル系樹脂フ
ィルム－４のＭＤ方向の湿度寸法変化率は０．３５％であった。
【０２１２】
［湿度寸法変化率の測定］
　ＭＤ方向湿度寸法変化率の測定については前述の通りである。
【０２１３】
〔実施例４０１の偏光子〕
　実施例４０１の偏光板に使用する偏光子は実施例１０１の偏光板に使用した偏光子と同
じものを使用した。
【０２１４】
〔偏光板の作製〕
　下記エポキシ系接着剤組成物を用いて、インナー（液晶セルに近い側）保護フィルム１
用として、上記偏光子の片側に参考例４０１のフィルムを貼合ロールによって貼り付け、
その後、メタルハライドランプを３２０～４００ｎｍの波長における積算光量が６００ｍ
Ｊ／ｃｍ２となるように照射して前記接着剤組成物を硬化させた。
　（エポキシ系接着剤組成物）
３，４－エポキシシクロヘキシルメチル　３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレ
ート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０質量部
ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂　　　　　　　　６０質量部
ジフェニル［４－（フェニルチオ）フェニル］スルフォニウム　ヘキサフルオロアンチモ
ネート（カチオン重合開始剤）　　　　　　　　４．０質量部
ベンゾインメチルエーテル（光増感剤）　　　　１．０質量部
【０２１５】
　前記３，４－エポキシシクロヘキシルメチル　３，４－エポキシシクロヘキサンカルボ
キシレートのエポキシ当量は１２６ｇ／ｅｑであり、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂の
エポキシ当量は１８７ｇ／ｅｑであった。また、エポキシ系接着剤組成物の全塩素量は８
４０ｐｐｍであり、２５℃におけるＢ型粘度計の６０ｒｐｍで測定した粘度は３０００ｍ
Ｐａ・ｓであった。なお、エポキシ系接着剤組成物の全塩素量は、ＪＩＳ　Ｋ　７２４３
－３（ＩＳＯ　２１６２７－３）に準拠し、硝酸銀溶液による滴定法で測定した。



(45) JP 2014-6505 A 2014.1.16

10

20

30

40

　一方、参考例１０２の偏光板保護フィルムに上述したように鹸化処理を行い、ポリビニ
ルアルコール接着剤を用いて、製造した参考例４０１の保護フィルムを貼り付けてある側
とは反対側の偏光子の面に、アウター（液晶セルから遠い側）保護フィルム２用として、
貼り付けた。
　この際、上記偏光子の吸収軸と作成した参考例４０１の偏光板保護フィルムのＭＤ方向
とが平行になるように配置した。また、偏光子の吸収軸と参考例１０２の偏光板保護フィ
ルムのＭＤ方向とは、平行になるように配置した。
　このようにして実施例４０１の偏光板を作製した。
【０２１６】
〔実施例４０２～４０６、６０１～６２６、比較例５０１～５０３の偏光板に使用する偏
光子の作製〕
　上記実施例１０１の偏光板に使用する偏光子（実施例４０１の偏光板に使用した偏光子
と同一）の作成において、ポリビニルアルコールフィルム厚み、延伸倍率、ホウ酸水溶液
処理時間、偏光子膜厚を下記表２に記載したとおりに変更した以外は同様にして、実施例
４０２～４０６、６０１～６２６、比較例５０１～５０３の偏光板に使用する偏光子を製
造した。
【０２１７】
〔実施例４０２～４０６、６０１～６２５、比較例５０１～５０３の偏光板の作製〕
　実施例４０２～４０６、６０１～６２５、比較例５０１～５０３の偏光板の作製につい
ては、実施例４０１の偏光板に使用した偏光子、インナー保護フィルム１、及びアウター
保護フィルム２を、それぞれ、下記表２のように変更する以外は実施例４０１の偏光板の
作製と同様にして実施例４０２～４０６、６０１～６２６、比較例５０１～５０３の偏光
板を作製した。
〔実施例６２６の偏光板の作製〕
　前述のエポキシ系接着剤組成物を用いて、上記偏光子６０１の両側に参考例４０１のフ
ィルムを貼合ロールによって貼り付け、その後、メタルハライドランプを３２０～４００
ｎｍの波長における積算光量が６００ｍＪ／ｃｍ２となるように照射して前記接着剤組成
物を硬化させ、実施例６２６の偏光板を得た。
【０２１８】
　本発明における偏光子の４０℃相対湿度９５％で２４時間放置した後、２５℃相対湿度
１０％で４８時間放置した後の収縮力は、前記と同様の方法で算出した。
【０２１９】
〔液晶表示装置の作製〕
　市販のＩＰＳ型液晶テレビ（ＬＧ電子製４２ＬＳ５６００）の２枚の偏光板をはがし、
フロント側に本発明の偏光板として、実施例４０１の偏光板を、リア側に実施例４０１の
偏光板を、粘着剤を介して、フロント側およびリア側に一枚ずつ貼り付けた。フロント側
の偏光板の透過軸が上下方向に、そして、リア側の偏光板の透過軸が左右方向になるよう
に、クロスニコル配置とした。液晶セルに使用されているガラスの厚さは０．５ｍｍであ
った。
　このようにして、実施例４０１の液晶表示装置を得た。
　実施例４０１の液晶表示装置の作製において、フロント側に使用した実施例４０１の偏
光板を、実施例４０２～４０６、６０１～６２６、比較例５０１～５０３の偏光板に、そ
れぞれ、変更した以外は同様にして、実施例４０２～４０６、６０１～６２６、比較例５
０１～５０３の液晶表示装置を製造した。
［光漏れ評価］
　前記と同様の方法により（画面平均輝度）、（コーナー部光漏れ）及び（中央部黒締ま
り）を評価し光漏れ評価をおこなった。
【０２２０】
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【表２】

【０２２１】
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　上記表２中、実施例４０１～４０６及び比較例５０１～５０３の液晶表示装置は、イン
ナー保護フィルム１及びアウター保護フィルム２は一定とし、偏光子の作成において、ポ
リビニルアルコールフィルム厚み、延伸倍率、ホウ酸水溶液処理時間、偏光子膜厚等を変
更することにより偏光子の収縮力を変更した液晶表示装置である。
　実施例６０１～６０５は、インナー保護フィルム１及び偏光子は一定とし、アウター保
護フィルム２の膜厚（実施例６０２～６０４）、湿度寸法変化率（実施例６０１、６０５
）、材料（実施例６０４、６０５）等を変更した液晶表示装置である。
　実施例６０６～６０８は、アウター保護フィルム２及び偏光子は一定とし、インナー保
護フィルム１の膜厚（実施例６０７、６０８）、湿度寸法変化率（実施例６０６、６０８
）、材料（実施例６０８）等を変更した液晶表示装置である。
　実施例６０９～６２１は、偏光子は一定とし、各種膜厚のインナー保護フィルム１に対
して、アウター保護フィルム２の膜厚、湿度寸法変化率等を変更した液晶表示装置である
。
　実施例６２２～６２５は、偏光子の収縮力を４０００又は５０４Ｎ／ｍとし、各種膜厚
のインナー保護フィルム１に対して、アウター保護フィルム２の湿度寸法変化率を変更し
た液晶表示装置である。
　実施例６２６は、インナー保護フィルム１及びアウター保護フィルム２を同一の（メタ
）アクリル系樹脂フィルムにした液晶表示装置である。
　表２に示した結果から明らかなように、偏光子の収縮力４０００Ｎ／ｍを超える比較例
５０１、５０３は初期画面平均輝度０．１５ｃｄ／ｍ２（表２中に示さず）であり、高湿
環境下で画面平均輝度が、それぞれ、０．３２ｃｄ／ｍ２、０．３１ｃｄ／ｍ２に増加し
、光漏れ、特にコーナー部光漏れが生じていることがわかる。
　また、偏光子の収縮力４００Ｎ／ｍ未満の比較例５０２は初期画面平均輝度０．３０ｃ
ｄ／ｍ２（表２中に示さず）であり、高湿環境下でも画面平均輝度が０．３０ｃｄ／ｍ２

であり、光漏れが生じていることがわかり、また、中央部黒締まりが悪いことがわかる。
　一方、実施例４０１～４０６、６０１～６２６はいずれも高湿環境下での画面平均輝度
が小さく、光漏れ、特にコーナー部光漏れが低減していることがわかり、また、中央部黒
締まりも良いことがわかる。
　また、実施例４０１～４０６、６０１～６２６の偏光板をＶＡ型液晶テレビに使用した
場合においても同様に、高湿環境下での画面平均輝度が小さく、光漏れ、特にコーナー部
光漏れが低減し、中央部黒締まりも良い結果が得られた。
【符号の説明】
【０２２２】
　１０　液晶層
　１２、１４　基板
　１６　第１偏光板
　１８　第２偏光板
　２６　バックライト
【０２２３】
　３１　フロント側偏光板
　３２　フロント側偏光板吸収軸
　３５　液晶セル上電極基板
　３７　液晶層
　３８　液晶セル下電極基板
　４０　液晶表示装置
　４２　リア側偏光板
　４３　リア側偏光板吸収軸
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摘要(译)

摘要：要解决的问题：提供一种液晶显示装置，该装置能够解决在大尺
寸液晶显示装置（例如，32英寸）中实现的高湿度环境下存储后发光时
产生的漏光问题或更多）具有包括在液晶盒中的玻璃基板的0.5mm或更
小的厚度。解决方案：液晶显示装置包括：液晶单元，其具有设置在两
片厚度为0.5mm或更小的玻璃基板之间的液晶层;设置在晶体液晶盒两侧
的偏振片;以及设置在液晶单元的后侧的背光。设置在液晶单元的前侧的
偏振片的偏振器在偏振器的吸收轴方向上具有400至4000N / m的收缩
力，其由弹性模量，其厚度和尺寸计算在下列条件（A）下经过一段时间
之前和之后的变化率。 [条件（A）：在40℃和95％相对湿度的环境中无
人值守24小时后，在25℃和10％相对湿度的环境中无人看管48小时。
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